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(57)【要約】
【課題】モータの振動や騒音を抑制する。
【解決手段】
　直流電圧を交流電圧に変換し出力することにより、負
荷トルクが周期的に変動する負荷装置に結合される電動
機を駆動する電力変換回路と、前記電力変換回路を駆動
するドライブ信号を出力する制御部（２）と、を有し、
前記制御部（２）は、前記負荷トルクに応じた周期で増
減する負荷トルク対応パラメータ（電圧変調率ＫhV1）
を演算し、前記負荷トルク対応パラメータのピーク値が
所定の第１の閾値を超えると、前記電動機の回転により
発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変
換回路を駆動するようにした。
【選択図】図１１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　直流電圧を交流電圧に変換し出力することにより、負荷トルクが周期的に変動する負荷
装置に結合される電動機を駆動する電力変換回路と、
　前記電力変換回路を駆動するドライブ信号を出力する制御部と、
　を有し、前記制御部は、
　前記負荷トルクに対応する周期で増減する負荷トルク対応パラメータを演算する機能と
、
　前記負荷トルク対応パラメータのピーク値が所定の第１の閾値を超えると、前記電動機
の回転により発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変換回路を駆動する機
能と
　を有することを特徴とするモータ制御装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記弱め磁束状態で前記電力変換回路を駆動している際に前記ピーク値
が前記第１の閾値よりも低い第２の閾値未満になると、前記誘起電圧を抑制しない通常状
態で前記電力変換回路を駆動する
　ことを特徴とする請求項１に記載のモータ制御装置。
【請求項３】
　前記負荷トルク対応パラメータは、前記交流電圧を指令する電圧指令値の振幅と前記直
流電圧との比である電圧変調率であり、
　前記制御部は、前記電圧変調率のピーク値が前記第１の閾値以下になるように、前記電
圧指令値の位相を制御する
　ことを特徴とする請求項１に記載のモータ制御装置。
【請求項４】
　前記制御部は、前記電圧変調率のピーク値が前記第１の閾値以下になるように前記電圧
指令値の位相を制御する際に、前記電圧変調率の平均値を減少させる
　ことを特徴とする請求項３に記載のモータ制御装置。
【請求項５】
　前記負荷トルクは、前記電動機の機械角一回転の所定値倍の周期で変動する
　ことを特徴とする請求項１に記載のモータ制御装置。
【請求項６】
　前記電動機は永久磁石を埋設した回転子と固定子とを有し、
　前記制御部は、前記永久磁石の主磁束方向をｄ軸とし、前記ｄ軸から回転方向に電気的
に９０度進んだ軸をｑ軸とし、前記ｑ軸に流れる電流の脈動成分である脈動トルク電流指
令値を計算するものであり、
　前記負荷トルク対応パラメータは、前記脈動トルク電流指令値である
　ことを特徴とする請求項１に記載のモータ制御装置。
【請求項７】
　前記制御部は、
　前記電圧指令値の位相を、前記電動機の機械角一回転の所定値倍の周期で変動させる
　ことを特徴とする請求項３に記載のモータ制御装置。
【請求項８】
　負荷トルクが周期的に変動する負荷装置と、
　前記負荷装置に結合される電動機と、
　直流電圧を交流電圧に変換し出力することにより、前記電動機を駆動する電力変換回路
と、
　前記電力変換回路を駆動するドライブ信号を出力する制御部と、
　前記電動機と前記負荷装置とを収納する収納容器と、
　を有し、前記制御部は、
　前記負荷トルクに対応する周期で増減する負荷トルク対応パラメータを演算する機能と
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、
　前記負荷トルク対応パラメータのピーク値が所定の第１の閾値を超えると、前記電動機
の回転により発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変換回路を駆動する機
能と
　を有することを特徴とする流体機械。
【請求項９】
　負荷トルクが周期的に変動する圧縮機構部と、
　前記圧縮機構部に結合される電動機と、
　直流電圧を交流電圧に変換し出力することにより、前記電動機を駆動する電力変換回路
と、
　前記電力変換回路を駆動するドライブ信号を出力する制御部と、
　前記電動機と前記圧縮機構部とを収納する収納容器と、
　前記圧縮機構部に接続された室内熱交換器と、
　前記圧縮機構部および前記室内熱交換器に接続された室外熱交換器と、
　を有し、前記制御部は、
　前記負荷トルクに対応する周期で増減する負荷トルク対応パラメータを演算する機能と
、
　前記負荷トルク対応パラメータのピーク値が所定の第１の閾値を超えると、前記電動機
の回転により発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変換回路を駆動する機
能と
　を有することを特徴とする空気調和機。
【請求項１０】
　直流電圧を交流電圧に変換し出力することにより、負荷トルクが周期的に変動する負荷
装置に結合される電動機を駆動する電力変換回路と、コンピュータを有し前記電力変換回
路を駆動するドライブ信号を出力する制御部と、を有するモータ制御装置に適用されるプ
ログラムであって、前記コンピュータを、
　前記負荷トルクに応じた周期で増減する負荷トルク対応パラメータを演算する手段、
　前記負荷トルク対応パラメータのピーク値が所定の第１の閾値を超えると、前記電動機
の回転により発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変換回路を駆動する手
段、
　として機能させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モータ制御装置、流体機械、空気調和機およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　モータ制御装置の背景技術として、下記特許文献１の要約書には、「交流電源１からの
交流電圧を整流し、任意の目標直流電圧となるように、直流電圧へ変換するコンバータ２
と、電動機４を概正弦波状または概台形波状の電流にて駆動するインバータ５を備え、イ
ンバータ５の変調率に応じて、コンバータ２の目標電圧およびインバータ５の電流位相を
予め記憶された補正パターンに基づいて補正することで、適切な直流電圧および電流位相
で電動機を駆動することにより、トータル効率を高めることができる」と記載されている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－２０４０５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　直流電圧を交流電圧に変換するインバータによってモータを駆動する際、回転速度を高
めるためには、モータに印加する交流電圧を上昇させる必要が生じる。ここで、交流電圧
を限界付近まで高めた後、さらに回転速度を高めるためには、特許文献１に示されている
ように「弱め磁束制御（弱め界磁制御）」が適用される。これは、電流位相を進め、モー
タ内の磁束を弱めることによって誘起電圧を抑える制御である。
【０００５】
　しかし、「弱め磁束制御」を適用すると、より大きな電流がモータに流れ、効率が悪く
なるという問題が生じる。従って、弱め磁束制御は、それを適用しなければ実現できない
回転速度に対してのみ適用し、弱め磁束制御を適用しなくても実現できる回転速度に対し
ては、適用しないことが通常である。
【０００６】
　また、モータに結合される負荷によって生じる負荷トルクが脈動すると、モータに振動
、騒音が生じる原因になる。振動、騒音を低減するためには、負荷トルクの増減に追従し
てモータ発生トルクを増減させるとよい。しかし、モータに印加する交流電圧に制約があ
ると、モータ発生トルクが負荷トルクに追従できなくなり、振動、騒音が大きくなること
がある。
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであり、モータの振動や騒音を抑制でき
るモータ制御装置、流体機械、空気調和機およびプログラムを提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明のモータ制御装置は 、直流電圧を交流電圧に変換し
出力することにより、負荷トルクが周期的に変動する負荷装置に結合される電動機を駆動
する電力変換回路と、前記電力変換回路を駆動するドライブ信号を出力する制御部と、を
有し、前記制御部は、前記負荷トルクに応じた周期で増減する負荷トルク対応パラメータ
を演算する機能と、前記負荷トルク対応パラメータのピーク値が所定の第１の閾値を超え
ると、前記電動機の回転により発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変換
回路を駆動する機能と、を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明のモータ制御装置、流体機械、空気調和機およびプログラムによれば、モータの
振動や騒音を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の第１実施形態におけるモータ制御システムのブロック図である。
【図２】圧縮機の（ａ）側断面図および（ｂ）Ｉ－Ｉ’断面図である。
【図３】回転角度位置に対する負荷トルクの変化の例を示す図である。
【図４】電力変換回路および電流検出部のブロック図である。
【図５】ＰＷＭ信号作成器の動作説明図である。
【図６】電圧変調率と、電圧比率との関係を示す図である。
【図７】制御軸の回転角度位置と実際の回転子の回転角度位置の関係を示す図である。
【図８】固定座標系である三相軸と回転座標系である制御軸との関係を示す図である。
【図９】（ａ）電圧変調率の時間変化の例を示す図、（ｂ）はオーバーフラグの波形の例
を示す図である。
【図１０】部分電圧飽和領域で駆動した場合の電圧ベクトル軌跡の例を示す図。
【図１１】制御部のブロック図である。
【図１２】電圧指令値演算部のブロック図である。
【図１３】変調率演算器と印加電圧作成器のブロック図である。
【図１４】電圧ベクトルの変化を示す図である。
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【図１５】ＰＬＬ制御器のブロック図である。
【図１６】トルク電流指令値作成器のブロック図である。
【図１７】脈動トルク推定器の原理を説明する図である。
【図１８】脈動トルク推定器のブロック図である。
【図１９】脈動トルク電流指令値作成器のブロック図である。
【図２０】振動の周波数依存特性の例を示す図である。
【図２１】電圧位相調整器のブロック図である。
【図２２】（ａ）圧縮機構部の吐出圧の波形図、（ｂ）最大電圧変調率Ｋおよび平均電圧
変調率の波形図、（ｃ）電圧位相調整量の波形図、（ｄ）オーバーフラグの波形図、（ｅ
）アンダーフラグの波形図、（ｆ）減算フラグの波形図である。
【図２３】電圧位相調整器による電圧変調率の時間変化の例を示す図である。
【図２４】電圧位相調整器による電圧ベクトル軌跡の変化の例を示す図である。
【図２５】第２実施形態における電圧位相調整器のブロック図である。
【図２６】第３実施形態における電圧位相調整器のブロック図である。
【図２７】第３実施形態における電力変換回路および電流検出部のブロック図である。
【図２８】第３実施形態における（ａ）直流電圧の波形図、（ｂ）最大電圧変調率および
平均電圧変調率の波形図、（ｃ）ｄ軸電流指令値の波形図、（ｄ）オーバーフラグの波形
図、（ｅ）アンダーフラグの波形図、（ｆ）減算フラグの波形図である。
【図２９】第４実施形態による流体機械の模式図である。
【図３０】第４実施形態における電圧位相調整器のブロック図である。
【図３１】電圧位相調整積分ゲインの第１の設定例を示す図である。
【図３２】電圧位相調整積分ゲインの第２の設定例を示す図である。
【図３３】回転速度に応じて変調率判定値を変更する設定例を示す図である。
【図３４】吐出圧または吐出温度に応じて変調率判定値を変更する設定例を示す図である
。
【図３５】第５実施形態における流体機械の模式図である。
【図３６】レシプロ圧縮機の負荷トルクの変化の例を示す図。
【図３７】第５実施形態における電圧位相調整器のブロック図である。
【図３８】第６実施形態による空気調和機の模式図である。
【図３９】第６実施形態における電圧位相調整積分の設定例を示す図である。
【図４０】第６実施形態における変調率判定値を変更する設定例を示す図である。
【図４１】第７実施形態による検証システムのブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
［第１実施形態］
＜全体構成＞
　まず、図１に示すブロック図を参照し、本発明の第１実施形態によるモータ制御システ
ムＳの全体構成を説明する。
　モータ制御システムＳは、モータ制御装置１と、圧縮機１７とを有している。圧縮機１
７は、共通の密閉容器に収納された電動機６と負荷装置９とを有している。本実施形態に
おいて、電動機６は、回転子に永久磁石を埋設した三相の永久磁石同期モータであり、負
荷装置９は、回転ロータリー型圧縮機構である。
【００１１】
　また、モータ制御装置１は、インバータを有し直流電圧源から供給された電力によって
交流電圧を出力し電動機６を駆動する電力変換回路５と、該電力変換回路５を駆動するド
ライブ信号を出力する制御部２と、電動機６または電力変換回路５に流れる電流を検出す
る電流検出部７とを有している。すなわち、制御部２および電力変換回路５によって与え
られる交流電圧または交流電流によって、電動機６の速度やトルクを所望の状態に制御し
、電動機６に結合された負荷装置９を回転駆動する。
【００１２】
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　制御部２は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＤＳＰ（Digital Signal Processo
r）、ＲＡＭ（Random Access Memory）、ＲＯＭ（Read Only Memory）等、一般的なコン
ピュータとしてのハードウエアを備えており、ＲＯＭには、ＣＰＵによって実行される制
御プログラム、ＤＳＰによって実行されるマイクロプログラムおよび各種データ等が格納
されている。図１において、制御部２の内部は一部のみ示すが、制御部２の詳細構成は後
述する図１１に示す。図１１は、制御プログラムおよびマイクロプログラムによって実現
される機能を、ブロックとして示している。
【００１３】
＜圧縮機１７＞
　次に、図２（ａ），（ｂ）を参照し、圧縮機１７の構成を説明する。なお、図２（ａ）
は、圧縮機１７の側断面図であり、図２（ｂ）は図２（ａ）におけるＩ－Ｉ’断面図であ
る。
　図２（ａ）において、圧縮機１７は、負荷装置９として採用される回転ロータリー型圧
縮機構部５００と、電動機６とを有し、これらは密閉容器５１１に収容されている。圧縮
機構部５００は、円筒状のシリンダ５０４と、偏心しつつシリンダ５０４内を回動するロ
ータリーピストン５０１とを有している。電動機６は回転子６ａと固定子６ｂとを有して
おり、回転子６ａはシャフト５０２を上方向に突出させている。このシャフト５０２はク
ランクシャフト５０３に結合され、クランクシャフト５０３はロータリーピストン５０１
に結合されている。これにより、圧縮機構部５００は電動機６のシャフト５０２によって
回転駆動される。
【００１４】
　また、図２（ｂ）に示すように、シリンダ５０４には、吸込み口５０５と吐出口５０７
とが形成されるとともに、ベーン５０６が設けられている。ベーン５０６は、シリンダ５
０４の中心に向かって付勢されており、ロータリーピストン５０１に摺動しつつ半径方向
に移動自在になっている。このような構成により、圧縮機構部５００では、電動機６を動
力源としてロータリーピストン５０１が偏心駆動され、圧縮機としての吸込み、圧縮、吐
出の一連の工程が実行される。次に、図２（ｂ）を参照しつつ具体的な圧縮工程を説明す
る。まずシリンダ５０４に設けられた吸込み口５０５から気化した冷媒が吸い込まれる。
【００１５】
　その後、電動機６の回転によりロータリーピストン５０１が回転し、図中にてベーン５
０６よりも左側の空間の容積が小さくなることで冷媒が圧縮される。さらにロータリーピ
ストン５０１が回転し、ベーン５０６を外方向に押し切るあたりで、吐出口５０７から圧
縮された（液化された）冷媒が吐出される。以上のような吸込み、圧縮、吐出の一連の工
程においては、ロータリーピストン５０１に印加される圧力が変化する。この圧力変化を
、ロータリーピストン５０１を駆動する電動機６から見ると、周期的に負荷トルクが変化
していることを意味する。
【００１６】
　図３は、ロータリーピストン５０１の機械角一回転における、回転子６ａの回転角度位
置θdに対する負荷トルクτLの変化の例を示す図である。図３の横軸はロータリーピスト
ン５０１の１周期（０度から３６０度）を示し、縦軸は負荷トルクτLの大きさを示して
いる。本実施形態では、電動機６として４極電動機（回転子６ａの極数が「４」）の例を
示しているため、電気角２周期が機械角１周期に相当する。従って、仮に、電動機６が６
極であった場合は、電気角３周期が機械角１周期に相当することになる。また、回転子６
ａの位置とロータリーピストン５０１との位置関係は組み付けによって決まるが、図３で
は、ロータリーピストン５０１が、図２（ａ）においてベーン５０６を最大限外側に押し
出す位置を０°としている。
【００１７】
　図３によれば、圧縮工程が進むにつれ負荷トルクτLが急激に大きくなり、吐出工程で
は、負荷トルクτLが減少しており、１回転中において負荷トルクτLが変動していること
が分かる。また、回転する度に回転角度位置に応じて負荷トルクτLが変動するため、電
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動機６から見ると周期的に負荷トルクτLが変動していることになる。従って、電動機６
の回転の都度、図３のパターンのトルク変化が生じていることになる。但し、たとえ同一
の圧縮機構部５００を用いたとしても、電動機６の回転速度、吸込み口５０５や吐出口５
０７の圧力、吸込み口５０５と吐出口５０７の圧力差等によって、負荷トルクτLのピー
ク値や、ピーク値となる回転角度位置θdや、負荷トルクの増減変化波形は変化する。
【００１８】
　圧縮機構部５００における負荷トルクτLの変動と、電動機６が発生するモータ発生ト
ルクτmとに差が生じると、振動や騒音が生じる。特に、前述のように負荷トルクτLの変
動が大きい場合は、制御部２の構成によっては、電動機６に流れる電流に跳ね上りが生じ
、あるいは電動機６の回転速度変動が生じるため、振動や騒音が生じやすい。本実施形態
においては、このような振動や騒音を抑制するため、後述する制御部２（図１１参照）に
おいては、負荷トルクτLに追従するように、モータ発生トルクτmが設定される。
【００１９】
＜電力変換回路５および電流検出部７＞
　次に、図４に示すブロック図を参照し、電力変換回路５および電流検出部７の構成を説
明する。
　電力変換回路５は、図４に示すように、インバータ２１と、直流電圧源２０と、ゲート
ドライバ回路２３とを有している。直流電圧源２０は、直流電圧Ｅｄｃを出力する。イン
バータ２１は、スイッチング素子２２ａ～２２ｆ（例えば、ＩＧＢＴやＭＯＳ－ＦＥＴ等
の半導体スイッチング素子）と、これらに並列に接続された還流用ダイオードとを有して
いる。なお、スイッチング素子２２ａ～２２ｆを総称して「スイッチング素子２２」と呼
ぶ。直流電圧源２０には、シャント抵抗器２５が直列接続されている。これは、過大な電
流が流れないようにスイッチング素子２２を保護するものである。
【００２０】
　これらのスイッチング素子２２は、２組のスイッチング素子２２が直列に接続されるこ
とにより、各相の上下アームを構成している。図４の例においては、スイッチング素子２
２ａ，２２ｂによりＵ相、スイッチング素子２２ｃ，２２ｄによりＶ相、スイッチング素
子２２ｅ，２２ｆによりＷ相の上下アームが構成されている。各相の上下アームの接続点
は、電動機６へ接続されている。ゲートドライバ回路２３は、図１に示すＰＷＭ信号作成
器３３が出力するパルス状のドライブ信号（詳細は後述する）を受信し、これに基づいて
ドライブ信号２４ａ～２４ｆを出力する。インバータ２１においては、これらドライブ信
号２４ａ～２４ｆに基づいて、各スイッチング素子２２がスイッチング制御される。
【００２１】
　上下アームのスイッチングの状態によって、電力変換回路５の各相の電圧は、直流電圧
Ｅｄｃまたは零電圧の何れかになる。電力変換回路５においては、電動機６に現れる交流
電圧の周波数よりも充分に高い周波数でスイッチングを行うため、電力変換回路５の各相
の出力電圧は、上下アームのスイッチングの比率（スイッチングデューティ）を変えるこ
とにより自由に調整できる。すなわち、任意の周波数の三相交流電圧を電動機６に印加す
ることができ、これによって電動機６の可変速駆動や、トルク制御を実現することができ
る。
【００２２】
　電流検出部７は、電力変換回路５から電動機６に流れる三相の交流電流のうち、Ｕ相と
Ｗ相に流れる電流を検出し、その結果を交流電流検出値Ｉu，Ｉwとして出力する。勿論、
全相の交流電流を検出しても差支えないが、キルヒホッフの第１法則から、三相のうち２
相が検出できれば、他の１相は検出した２相から算出できる。
【００２３】
＜ＰＷＭ信号作成器３３＞
（ＰＷＭ信号作成器３３の基本的動作）
　図１において制御部２の内部のＰＷＭ信号作成器３３は、供給された３相の電圧指令値
Ｖu

*，Ｖv
*，Ｖw

*と、キャリア信号である三角波との比較により、電力変換回路５に与え
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るドライブ信号を生成する。電気角一周期における１相分の電圧指令値と三角波キャリア
信号とドライブ信号との関係を図５に示す。図５は本実施形態におけるＰＷＭ信号作成器
３３の波形図であり、図中の「電圧指令値」とは、上述のＶu

*，Ｖv
*，Ｖw

*の何れかであ
る。生成されるドライブ信号Ｇp，Ｇnは、対応する相における上アーム，下アーム（図４
参照）のドライブ信号である。例えば、Ｕ相の電圧指令値Ｖu

*に対して、生成されるドラ
イブ信号Ｇp，Ｇnは、図４におけるドライブ信号２４ａ，２４ｂに対応する。
【００２４】
　図５において、電圧指令値が三角波キャリア信号のレベル以上になると、上アームのド
ライブ信号ＧpはＨレベルになり、上アームのスイッチング素子はオン状態になる。また
、下アームのドライブ信号ＧnはＬレベルになり、下アームのスイッチング素子はオフ状
態になる。また、電圧指令値が三角波キャリア信号のレベル未満になると、上アームのド
ライブ信号ＧpはＬレベルになり、上アームのスイッチング素子はオフ状態になる。また
、下アームのドライブ信号ＧnはＨレベルになり、下アームのスイッチング素子はオン状
態になる。従って、図５に示すように、電圧指令値のレベルに応じて、ドライブ信号のデ
ューティ比が設定される。
【００２５】
　なお、ゲートドライバ回路２３やスイッチング素子２２自体の遅れに起因して、上下ア
ームのスイッチング素子２２が短絡する恐れがあるため、実際には上下アームの両方がオ
フ状態となるデッドタイム（数マイクロ秒～十数マイクロ秒程度）を付加して最終的なド
ライブ信号とすることが望ましい。但し、以下の説明においては、説明の簡略化のため、
デッドタイムを有しない理想的なドライブ信号を用いることを前提として説明する。
【００２６】
（変調率と電圧比率）
　図６に示すグラフは、電力変換回路５をＰＷＭ変調で制御した場合の電圧変調率Ｋhと
、電圧比率Ｒhとの関係を示すものである。ここで、横軸の電圧変調率Ｋhは、「電圧指令
値の振幅（波高値）／三角波キャリア信号の振幅（波高値）」に等しい値である。なお、
電圧変調率Ｋhは、「電圧指令値の振幅（波高値）／直流電圧Ｅｄｃ」であってもよい。
電力変換回路５の出力電圧は、直流電圧源２０に対するスイッチングデューティで決定さ
れるため、図示のように、電圧変調率Ｋhによって表現している。また、縦軸の電圧比率
Ｒhは、「相電圧の基本波の振幅（波高値）／直流電圧Ｅｄｃ」に等しい値である。
【００２７】
　また、特性Ｌ1は、線間変調を行った場合の特性であり、特性Ｌ2は、相変調を行った場
合の特性である。電圧変調率Ｋhが「１．０」未満である場合は、特性Ｌ1，Ｌ2は一致し
ている。本実施形態においては、線間変調を行うこととしている。この場合、電圧変調率
Ｋhが２／√３（≒１．１５）以下であれば、電圧変調率Ｋhと電圧比率Ｒhとの関係は線
形である。この領域を「通常領域」と呼ぶ。一方、電圧変調率Ｋhが境界値Ｋhsat（＝２
／√３）を超えると、両者の関係は非線形になる。この領域を、「電圧飽和領域」と呼ぶ
。電圧飽和領域においては、制御部２の各部の応答特性も非線形になるため、電動機６の
動作が不安定になりやすくなる。電動機６を安定に駆動する方法として、「電圧飽和領域
では電流制御を停止する」という方法が考えられる。しかし、単に電流制御を停止すると
、負荷トルクτLの脈動に対応する電流制御も行えなくなるため、電動機６の回転速度変
動が生じ、振動や騒音が悪化するという問題が生じる。
【００２８】
＜座標軸の説明＞
　モータ制御装置１の各部の説明の前に、座標軸の定義を明確にしておく。図７は、モー
タ制御装置１にて検出、推定、あるいは仮定する制御軸の回転角度位置（推定回転角度位
置θdc）と、実際の回転子６ａの回転角度位置θdとの関係を示す図である。回転子６ａ
に設けられた永久磁石の主磁束方向をｄ軸とし、ｄ軸から回転方向に電気的に９０度（電
気角９０度）進んだｑ軸とからなるｄ－ｑ軸を定義する。このｄ－ｑ軸は回転座標系であ
る。
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【００２９】
　図７において、回転子６ａの回転角度位置θdはｄ軸の位相を示す。このｄ－ｑ軸に対
し、制御上の仮想回転子位置をｄｃ軸とし、そこから回転方向に電気的に９０度進んだ軸
をｑｃ軸とし、ｄｃ軸，ｑｃ軸からなるｄｃ－ｑｃ軸を定義する。ｄｃ－ｑｃ軸も回転座
標系である。これらの座標軸の関係が図７に示されている。なお、これ以降の説明におい
て、ｄ－ｑ軸を実軸、ｄｃ－ｑｃ軸を制御軸と呼ぶこともある。また、実軸と制御軸のズ
レである誤差角を軸誤差Δθdと呼ぶ。但し、本実施形態においては、位置センサ等によ
って実際の軸誤差Δθdが直接的に得られるわけではなく、推測によって求めるため、軸
誤差Δθdの推定値を推定軸誤差Δθcと呼ぶ。
【００３０】
　図８は、固定座標系である３相軸と回転座標系である制御軸との関係を示した図である
。図８ではＵ相を基準にｄｃ軸の回転角度位置（磁極位置）を推定し、その結果を上述の
推定回転角度位置θdcとする。ｄｃ軸は図中の円弧状矢印の方向（反時計方向）に回転し
ている。そのため、回転周波数（後に示す、インバータ周波数指令値ω1）を積分するこ
とで、推定回転角度位置θdcが得られる。本実施形態では、電動機６として永久磁石同期
モータを用いているため、モータ制御装置１にて検出、推定、あるいは仮定する制御軸の
推定回転角度位置θdcと、実際の回転子６ａの回転角度位置θdとは、基本的には同期し
ている場合が多い。
【００３１】
　＜部分的な電圧飽和駆動時の課題＞
　図９（ａ）は、電圧飽和領域に近い領域で電動機６を駆動した場合の電圧変調率Ｋhの
時間変化の例を示す図である。図９（ａ）においては、直流電圧源２０が出力する直流電
圧Ｅｄｃ（図４参照）は一定であると仮定している。しかし、負荷トルクτLの変動によ
って、機械角一回転の周期で電圧変調率Ｋhは変化している。ここで、電圧変調率Ｋhの機
械角一回転中の平均値を電圧変調率Ｋhの「直流成分」と呼び、電圧変調率Ｋhからこの直
流成分を減算したものを「交流成分」と呼ぶ。
【００３２】
　電動機６の一回転中の負荷トルクτLの変動が大きくなると、一回転中のある一部の期
間のみ、電圧変調率Ｋhが境界値Ｋhsat（＝２／√３）を超えるような状態が生じる。こ
のような状態を「部分電圧飽和状態」と呼ぶ。また、図９（ｂ）に示すオーバーフラグＫ
ｈＯｖｅｒＦｌｇは、電圧変調率Ｋhが境界値Ｋhsatを超えた場合に“１”になり、それ
以外の場合に“０”になるフラグである。このフラグの用途については後述する。
【００３３】
　図１０は、部分電圧飽和状態で駆動した場合の電圧ベクトル軌跡の例を示す図である。
一点鎖線で示す円弧１０２の外側が電圧飽和領域になり、円弧１０２の内側が通常領域に
なる。電圧ベクトル１０４は、機械角一回転中に、一周するような電圧ベクトル軌跡１０
６を描くが、部分電圧飽和状態においては、電圧ベクトル軌跡１０６の一部が、円弧１０
２の外側にはみ出す。なお、図１０において、電圧ベクトル１０４は、機械角一回転中に
おける平均値を示している。電圧ベクトル１０４は、瞬時的には、電圧ベクトル軌跡１０
６上の何れかの点に位置することになる。
【００３４】
　このような部分電圧飽和状態での駆動は、短時間であれば問題にならない場合が多い。
しかし、部分電圧飽和状態が継続すると、電動機６に対する電流制御が適切に行われず、
電動機６が不安定になる場合がある。そこで、本実施形態においては、電圧変調率Ｋhの
最大値が境界値Ｋhsat以下になるように、電圧変調率Ｋhを抑制するとともに、電動機６
に充分な電流を流せるように、電圧指令値の位相を制御する（弱め磁束制御を行う）こと
にしている。これにより、電動機６の負荷トルクτLの変動や直流電圧Ｅｄｃの変動があ
った場合においても、安定的に電動機６を駆動することができる。
【００３５】
＜制御部２＞
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（全体構成）
　次に、図１１に示すブロック図を参照し、ＰＷＭ信号作成器３３以外の制御部２の各構
成要素について説明する。
　図中の３φ／ｄｑ変換器８は、推定回転角度位置θdcを用いて、３相軸上の交流電流検
出値Ｉu，Ｉwを制御軸上（すなわちｄｃ軸上およびｑｃ軸上）の電流検出値Ｉdc，Ｉqcに
座標変換する。また、ｄｑ／３φ変換器４は、推定回転角度位置θdcを用いて、制御軸上
の電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**を３相軸上の電圧指令値Ｖu

*，Ｖv
*，Ｖw

*に座標変換する。
【００３６】
　これらにより、制御部２の内部では、主として回転座標系であるｄｃ－ｑｃ軸が使用さ
れる。その理由は、回転座標系では電圧や電流の定常的な値は直流量として扱えるという
利点があるためである。座標変換のためには、電動機６の回転子６ａの回転角度位置の情
報が必要になる。本実施形態では、位置センサ等によって回転角度位置を検出するのでは
なく、上述したように、電動機６に流れる電流および電動機６への印加電圧に基づいて、
推定回転角度位置θdcを計算することとしている。これにより、回転子６ａに位置センサ
等を設けることが不要になり、コストダウンを図ることができる。
【００３７】
　軸誤差演算器１２は、制御軸上の電流検出値Ｉdc，Ｉqcと、制御軸上の電圧指令値Ｖd

*

，Ｖq
*とに基づいて、実軸と制御軸との推定軸誤差Δθcを演算する。減算器９１ｂは、

推定軸誤差Δθcと軸誤差指令値Δθ*（通常は零）との差分を出力する。ＰＬＬ制御器１
３は、この差分が零に近づくように、位相制御を行いつつ、インバータ周波数指令値ω1

を出力する。積分器９４ａは、インバータ周波数指令値ω1を積分することにより、上述
した推定回転角度位置θdcを出力する。このように、軸誤差演算器１２、減算器９１ｂ、
ＰＬＬ制御器１３および積分器９４ａは、推定回転角度位置θdcを求める位置推定部４０
を構成する。
【００３８】
　脈動トルク推定器１６は、モータ発生トルクτmと負荷トルクτLとの差分（差トルクΔ
τm）の推定値である差トルク推定値Δτm

^を求める。また、トルク電流指令値作成器１
０は、負荷トルクτLの平均値に応じたトルク電流指令値Ｉtq

*を作成する。また、脈動ト
ルク電流指令値作成器１１は、差トルク推定値Δτm

^に基づいて、これを補償する脈動ト
ルク電流指令値Ｉqsin

*を出力する。加算器９０ｂは、トルク電流指令値Ｉtq
*と脈動トル

ク電流指令値Ｉqsin
*とを加算し、その結果をｑ軸電流指令値Ｉq

*として出力する。
【００３９】
　電圧指令値演算部３４は、ｄ軸電流指令値Ｉd

*と、ｑ軸電流指令値Ｉq
*と、インバータ

周波数指令値ω1とに基づいて、制御軸上の電圧指令値Ｖd
*，Ｖq

*を出力する。変調率演
算器２９は、直流電圧源２０（図４参照）が出力する直流電圧Ｅｄｃと、電圧指令値Ｖd

*

，Ｖq
*とに基づいて、電圧変調率ＫhV1を出力する。なお、「電圧変調率ＫhV1」は、図６

、図９等に示した「電圧変調率Ｋh」と同様であるが、電圧変調率ＫhV1は、「電圧指令値
Ｖd

*，Ｖq
*の振幅すなわち√（Ｖd

*2＋Ｖq
*2）と、直流電圧Ｅｄｃとの比」という意味に

限定して用いる。電圧変調率ＫhV1は、負荷トルクτLに対応する周期（例えば同一の周期
）で増減する。このようなパラメータを「負荷トルク対応パラメータ」と呼ぶ。
【００４０】
　電圧位相調整器６０は、電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*に対して、進めるべき位相を電圧位相調

整量Δθv
*として出力する。印加電圧作成器１９は、電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*に対して、電

圧位相調整量Δθv
*だけ位相を進め、その結果を電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**として出力する

。なお、図１１および他の図においては、見やすくするために、一部の信号線は結線して
いない。しかし、同一の記号を付した箇所（例えば、インバータ周波数指令値の「ω1」
を付した箇所）は、結線されているのと等価である。
【００４１】
（電圧指令値演算部３４）
　次に、図１２を参照し、電圧指令値演算部３４の構成を説明する。電圧指令値演算部３
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４には、ｄ軸，ｑ軸の電流指令値Ｉd
*，Ｉq

*が供給される。また、電圧指令値演算部３４
には、ＰＬＬ制御器１３からインバータ周波数指令値ω1が供給されるとともに、３φ／
ｄｑ変換器８から電流検出値Ｉdc，Ｉqcが供給される。ｄ軸電流指令値Ｉd

*は本実施形態
においては零値を設定しているので、この理由について述べておく。本実施形態において
は、電動機６は、非突極型の永久磁石同期モータであることを想定しているため、ｄ軸，
ｑ軸のインダクタンスＬd，Ｌqが同一になる。
【００４２】
　これにより、本実施形態においては、ｄ軸，ｑ軸のインダクタンスＬd，Ｌqの差によっ
て発生するリラクタンストルクは考慮する必要がなくなる。したがって、電動機６が発生
するモータ発生トルクτmはｑ軸を流れる電流に比例するものと考え、ｄ軸電流指令値Ｉd
*は零値を設定している。また、後述する弱め磁束制御を行うことにより、電動機６には
弱め磁束制御に基づくｄ軸電流が流れるが、これは印加電圧作成器１９および電圧位相調
整器６０（図１１参照）等によって実現されるため、電圧指令値演算部３４内ではｄ軸電
流指令値Ｉd

*は零値として扱う。
【００４３】
　なお、電動機６が突極型（ｄ軸とｑ軸のインダクタンスの差がある）である場合は、ｑ
軸電流によるトルクの他に、ｄ軸とｑ軸のインダクタンスの差に起因するリラクタンスト
ルクが生じる。この場合は、リラクタンストルクを考慮してｄ軸電流指令値Ｉd

*を設定す
ることにより、同じトルクを小さいｑ軸電流で発生でき、消費エネルギーを削減できる。
【００４４】
　図１２のｄ軸電流制御器１４ａにおいて、減算器９１ｃは、ｄ軸電流指令値Ｉd

*からｄ
ｃ軸電流検出値Ｉdcを減算する。比例器９２ｃ，９２ｄは、この減算結果に対して、各々
所定のゲインＫｐ＿ａｃｒｄ，Ｋｉ＿ａｃｒｄを乗算する。積分器９４ｃは、比例器９２
ｄの出力結果、すなわち「Ｋｉ＿ａｃｒｄ×（Ｉd

*－Ｉdc）」を積分する。加算器９０ｃ
は、比例器９２ｃの乗算結果と、積分器９４ｃの積分結果とを加算し、その加算結果をｄ
軸電流指令値Ｉd

**として出力する。
【００４５】
　同様に、ｑ軸電流制御器１４ｂにおいて、減算器９１ｄはｑ軸電流指令値Ｉq

*からｑｃ
軸電流検出値Ｉqcを減算する。比例器９２ｅ，９２ｆは、この減算結果に対して、各々ゲ
インＫｐ＿ａｃｒｑ，Ｋｉ＿ａｃｒｑを乗算する。積分器９４ｄは、比例器９２ｆの出力
結果、すなわち「Ｋｉ＿ａｃｒｑ×（Ｉq

*－Ｉqc）」を積分する。加算器９０ｄは、比例
器９２ｅの乗算結果と、積分器９４ｄの積分結果とを加算し、その加算結果をｑ軸電流指
令値Ｉq

**として出力する。このように、ｄ軸電流制御器１４ａおよびｑ軸電流制御器１
４ｂは、各々比例積分演算器を構成している。
【００４６】
　ここで、電流制御器１４ａ，１４ｂにおいて比例積分演算を行っている理由について説
明しておく。後述する乗算器９２ｇ，９２ｉ等の構成要素では、電動機６の１相あたりの
巻線抵抗値Ｒを用いて演算を行っている。しかし、実際の巻線抵抗値Ｒは一定値ではない
。例えば、固定子６ｂに対して大きな電流を供給すると、固定子６ｂの温度上昇によって
実際の巻線抵抗値Ｒは大きくなる。
【００４７】
　このような場合、ｄ軸，ｑ軸の電流指令値Ｉd

*，Ｉq
*と、想定した巻線抵抗値Ｒとに基

づいてｄ軸，ｑ軸電圧指令値Ｖd
*，Ｖq

*を出力すると、実際のｄ軸，ｑ軸の電流値がｄ軸
，ｑ軸の電流指令値Ｉd

*，Ｉq
*に一致しなくなり、トルク制御の精度が悪化する。そこで

、ｄ軸，ｑ軸電流指令値Ｉd
*，Ｉq

*と、対応する電流検出値Ｉdc，Ｉqcとを比較し、その
差分に基づいて求めたｄ軸，ｑ軸電流指令値Ｉd

**，Ｉq
**を用いることにより、巻線抵抗

値Ｒの変動による影響を吸収しつつ制御を続行することが可能になる。
【００４８】
　ｄ軸，ｑ軸電流指令値Ｉd

**，Ｉq
**には、乗算器９２ｇ，９２ｉにて、それぞれ電動機

６の１相あたりの巻線抵抗値Ｒが乗算され、電圧値Ｒ×Ｉd
**，Ｒ×Ｉq

**が出力される。



(12) JP 2017-46430 A 2017.3.2

10

20

30

40

50

また、ｄ軸電流指令値Ｉd
**は、低域通過フィルタ９８ｂに供給され、一次遅れフィルタ

の伝達関数「１／（１＋Ｔdｓ）」にてフィルタリングされ、ｄ軸電流指令値Ｉdf
**とし

て出力される。同様に、ｑ軸電流指令値Ｉq
**は、低域通過フィルタ９８ａに供給され、

一次遅れフィルタの伝達関数「１／（１＋Ｔqｓ）」にてフィルタリングされ、ｑ軸電流
指令値Ｉqf

**として出力される。ここで、時定数Ｔd，Ｔqは、電動機６の固定子６ｂの電
気時定数であり、Ｔd＝Ｌd／Ｒ，Ｔq＝Ｌq／Ｒになる。
【００４９】
　乗算器９２ｈにおいては、ｑ軸電流指令値Ｉqf

**に対して、インバータ周波数指令値ω

1と、ｑ軸のインダクタンスＬqとが乗算される。減算器９１ｅにおいては、電圧値Ｒ×Ｉ

d
**から乗算器９２ｈの出力信号ω1×Ｌq×Ｉqf

**から減算され、下式（１）に示すｄ軸
電圧指令値Ｖd

*が出力される。
　Ｖd

*＝Ｒ×Ｉd
**－ω1×Ｌq×Ｉqf

**　　…（１）
【００５０】
　また、乗算器９２ｊにおいては、ｄ軸電流指令値Ｉdf

**に対して、インバータ周波数指
令値ω1と、ｄ軸のインダクタンスＬdとが乗算される。乗算器９２ｋにおいては、インバ
ータ周波数指令値ω1に対して、誘起電圧定数Ｋeが乗算される。電動機６は同期電動機で
あると同時に同期発電機でもある。すなわち、回転子６ａが回転すると、回転速度に比例
する起電力が固定子６ｂに生ずる。その際の比例定数が上記誘起電圧定数Ｋeである。そ
して、加算器９０ｅにおいては、乗算器９２ｉ，９２ｊ，９２ｋの各出力信号が加算され
、その結果として下式（２）に示すｑ軸電圧指令値Ｖq

*が出力される。
　Ｖq

*＝Ｒ×Ｉq
**＋ω1×Ｌd×Ｉdf

**＋ω1×Ｋe　　…（２）
【００５１】
　上述の乗算器９２ｈ，９２ｊは、ｄ軸，ｑ軸間の相互干渉をシミュレートしようとする
ものである。ｑ軸電流によって生じた起電力は、ほぼ９０°遅れてｄ軸に現れる。この現
象をシミュレートするため、減算器９１ｅにおいては、電圧値Ｉd

**Ｒからω1×Ｌq×Ｉq

f
**を減算している。また、ｄ軸電流によって生じた起電力は、ほぼ９０°遅れてｑ軸の
マイナス方向に現れる。この現象をシミュレートするため、加算器９０ｅでは、電圧値Ｉ

q
**Ｒに対してω1×Ｌd×Ｉdf

**を加算している。
【００５２】
　図１２の回路構成では、電圧指令値演算部３４の中に、電流制御器１４ａ，１４ｂを設
けた点と、電動機６の電気時定数相当の遮断周波数を有する一次遅れフィルタである低域
通過フィルタ９８ａ，９８ｂを設けた点とが特徴である。これらによって電動機６の逆モ
デルを成立させているため、制御部２の演算周期に制約がある場合においても電動機６に
対するベクトル制御を実現できる。
【００５３】
（変調率演算器２９および印加電圧作成器１９）
　次に、図１３に示すブロック図を参照し、変調率演算器２９および印加電圧作成器１９
の構成を説明する。
　変調率演算器２９の内部において、極座標変換器８８は、ｄ軸，ｑ軸電圧指令値Ｖd

*，
Ｖq

*を極座標に変換することにより、電圧指令値振幅Ｖ1と、電圧位相δＶとを出力する
。除算器９３ｂは、直流電圧源２０（図４参照）の直流電圧Ｅｄｃを１／２で除し、除算
器９３ａは、電圧指令値振幅Ｖ1を、「Ｅｄｃ／２」で除し、その結果を電圧変調率ＫhV1

として出力する。これにより、変調率演算器２９は、電圧変調率ＫhV1と、電圧位相δＶ
とを出力する。
【００５４】
　また、印加電圧作成器１９の内部において、加算器９０ｇは、電圧位相δＶと、電圧位
相調整器６０から出力された電圧位相調整量Δθv

*とを加算する。電圧変調率ＫhV1と、
加算器９０ｇの出力信号（δＶ＋Δθv

*）とは、直交座標変換器８９に供給され、これら
は再度、直交二軸上の電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**に変換される。このように、電圧変調率Ｋ

hV1を用いて電圧指令値Ｖd
**，Ｖq

**を生成することにより、直流電圧Ｅｄｃが変化した
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場合においても、所望の電圧を電動機６に印加できる可能性を高めることができる。
【００５５】
　図１４は、変調率演算器２９に入力されたｄ軸，ｑ軸電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*と、印加電

圧作成器１９から出力された電圧指令値Ｖd
**，Ｖq

**との、電圧ベクトルの変化を示す図
である。図１４から明らかなように、電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**は、電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*

に対して同一の振幅を有し、電圧位相が電圧位相調整量Δθv
*相当だけ変更されたものに

なる。
【００５６】
（位置推定部４０）
　図１１に戻り、位置推定部４０についてさらに詳細を説明する。
　本実施形態においては、電動機６の回転子６ａの回転角度位置θdを実測せず、電流検
出値Ｉdc，Ｉqcと電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*とに基づいて、推定回転角度位置θdcを求め、位

置センサレス制御を行っている。また、推定回転角度位置θdcは、直接的に推定するので
はなく、実軸と制御軸のズレである誤差角（軸誤差Δθd）の推定値である推定軸誤差Δ
θcを求め、これが零値に近づくように制御することにより、間接的に推定している。
【００５７】
　上述したように、軸誤差演算器１２は、制御軸上の電流検出値Ｉdc，Ｉqcと、制御軸上
の電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*とに基づいて、推定軸誤差Δθcを演算するが、これは具体的に

は下式（３）によって求めている。
【数１】

【００５８】
　次に、図１５に示すブロック図を参照し、ＰＬＬ制御器１３の構成を説明する。
　ＰＬＬ制御器１３は、軸誤差Δθcが軸誤差指令値Δθ*（本実施形態では零値）に一致
させる方向にインバータ周波数指令値ω1を調整するものである。減算器９１ｂから、軸
誤差指令値Δθ*と軸誤差Δθcとの差分が出力されると、比例器９２ａは、この差分に比
例ゲインＫｐ＿ｐｌｌを乗算し、比例器９２ｂは該差分に比例ゲインＫｉ＿ｐｌｌを乗算
する。積分器９４ｂは、比例器９２ｂの出力を積分する。これにより、比例器９２ｂと積
分器９４ｂとは、積分演算部９５を構成する。この積分演算部９５における演算結果と比
例器９２ａにおける乗算結果とは、加算器９０ａにて加算され、この加算結果がインバー
タ周波数指令値ω1になる。これにより、ＰＬＬ制御器１３は、いわゆる比例積分演算器
を構成している。
【００５９】
　図１１に戻り、ＰＬＬ制御器１３の後段に設けられた積分器９４ａにより、インバータ
周波数指令値ω1が積分される。速度を積分すると位置になるから、積分器９４ａは、イ
ンバータ周波数指令値ω1を積分することによって、推定回転角度位置θdcを出力する。
このように、本実施形態の位置推定部４０は、実軸と制御軸のズレである軸誤差Δθdを
推定して推定軸誤差Δθcを求め、推定軸誤差Δθcが零値に近づくよう制御することによ
り、推定回転角度位置θdcを間接的に推定するものである。出力された推定回転角度位置
θdcは、上述したように、ｄｑ／３φ変換器４、３φ／ｄｑ変換器８等に供給される。
【００６０】
（トルク電流指令値作成器１０）
　次に、図１６に示すブロック図を参照し、図１１に示したトルク電流指令値作成器１０
の詳細構成を説明する。
　図１６において、減算器９１ｆは、周波数指令値ω*と、インバータ周波数指令値ω1と
の差分を出力する。なお、回転速度指令値ω*は、図示せぬ上位制御系等から与えられる
。この差分に対して、比例器９２ｐ，９２ｑでは、各々比例ゲインＫｐ＿ａｓｒ，Ｋｉ＿
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ａｓｒが乗算され、比例器９２ｑの出力は積分器９４ｅによって積分される。比例器９２
ｐおよび積分器９４ｅの出力は、加算器９０ｆにおいて加算され、その結果がトルク電流
指令値Ｉtq

*として出力される。すなわち、トルク電流指令値作成器１０は、いわゆる比
例積分演算器を構成している。比例ゲインＫｐ＿ａｓｒ，Ｋｉ＿ａｓｒは、比較的応答速
度が遅くなるように設定されているため、トルク電流指令値作成器１０が出力するトルク
電流指令値Ｉtq

*は、負荷トルクτLの平均値に比例する値になる。
【００６１】
（脈動トルク推定器１６）
　電動機６により駆動される負荷装置９の負荷トルクτLが、図３に示したように１回転
中において変動する場合、モータ発生トルクτmや、電動機の実周波数（電動機の回転速
度）や、電動機に流れる電流等が電動機の回転周波数で脈動することが知られている。し
かし、ＰＬＬ制御器１３（図１５参照）、電流制御器１４ａ，１４ｂ（図１２参照）、ト
ルク電流指令値作成器１０（図１６参照）等のフィードバック制御器に設定可能な応答周
波数には制約があり、１回転中における負荷トルクτLの変動を充分に補償することは難
しい。そこで、負荷トルクτLの変動を抑制するために、脈動トルク推定器１６と、脈動
トルク電流指令値作成器１１とが設けられている。
【００６２】
　トルク電流指令値作成器１０（図１６参照）について説明したように、インバータ周波
数指令値ω1の平均値は、上位制御系等から与えられる周波数指令値ω*に一致する。しか
し、瞬時速度には、式（４）に示す速度変動Δωが生じる。
【数２】

　ここで、τmはモータ発生トルク、τLは負荷トルク、Ｊは電動機６の慣性モーメントで
ある。式（４）から明らかなように、モータ発生トルクτmと負荷トルクτLとの差によっ
て、速度変動が生じる。また、速度変動が生じるということは、位置誤差も生じることを
意味している。
【００６３】
　図１７は、モータ発生トルクτmと負荷トルクτLとの差が軸誤差Δθdに至るまでの現
象をブロック線図として示したものである。モータ発生トルクτmと負荷トルクτLとの差
トルクΔτmを減算器９１ｈにて求め、これに慣性モーメントＪの逆数を乗算して積分器
９４ｆにて積分することで、電動機の回転子６ａの機械速度ωrが得られる。次に、機械
速度ωrに電動機６の極対数（＝極数Ｐ／２）を乗算器９２ｒにて乗算することにより、
電動機６の電気速度ωeが得られる。さらに電気速度ωeを積分器９４ｇにて積分すること
により、回転子６ａの回転角度位置θdが得られる。そして、推定回転角度位置θdcから
回転子６ａの回転角度位置θdを減算器９１ｉにて減算することにより、その角度誤差（
軸誤差Δθd）が得られる。
【００６４】
　図１７に示した過程を経て、差トルクΔτmが軸誤差Δθdに至ると考えることができる
。これは、換言すると、軸誤差Δθdを検出または推定できれば、差トルクΔτmを推定す
ることが可能になることを意味している。前述の通り、本実施形態では、位置センサレス
制御を採用しているため、軸誤差Δθdは直接的には得られないが、軸誤差Δθdに代えて
推定軸誤差Δθcを用いることができる。そこで、軸誤差Δθdから差トルクΔτmが得ら
れるように、図１７における矢印を逆方向にし、図１７における複素数ｓをｊωrに置き
換えて整理し、かつ、本実施形態で検出あるいは推定が可能な値を用いるように等価変換
すると、図１８に示すブロック図が得られる。この図１８に示すブロック図が、脈動トル
ク推定器１６の構成に等しくなる。すなわち、脈動トルク推定器１６は、推定軸誤差Δθ

cが入力されると、これに「２×Ｊ×ωr
2／Ｐ」を乗算し、その乗算結果を差トルク推定
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値Δτm
^として出力する。

【００６５】
（脈動トルク電流指令値作成器１１）
　次に、図１９に示すブロック図を参照し、脈動トルク電流指令値作成器１１の構成を説
明する。
　図１９において、積分器９４ｊはインバータ周波数指令値ω1を積分することにより、
推定回転角度位置θdcを出力する。乗算器９２ｏでは、推定回転角度位置θdcに「２／Ｐ
」（Ｐは極数）が乗算され、その結果が推定機械角度位置θrとして出力される。余弦演
算器９６および正弦演算器９７は、それぞれ推定機械角度位置θrの余弦成分ｃｏｓθrお
よび正弦成分ｓｉｎθrを出力する。
【００６６】
　脈動トルク推定器１６（図１８参照）から出力された差トルク推定値Δτm

^は、図１７
に示したモータ発生トルクτmと負荷トルクτLの差分に相当する値である。単相座標変換
器３２においては、差トルク推定値Δτm

^に推定機械角度位置θrの余弦成分ｃｏｓθrお
よび正弦成分ｓｉｎθrが乗算され、下式（５），（６）に示すように、機械速度ωr（機
械角１次成分）における余弦成分Δτmcと正弦成分Δτmsとが出力される。すなわち、差
トルク推定値Δτm

^が、機械速度ωrで回転する座標系に座標変換される。
　Δτmc＝cos θr×Δτm

^　　…（５）
　Δτms＝sin θr×Δτm

^　　…（６）
【００６７】
　低域通過フィルタ９８ｃ，９８ｄでは、差トルク推定値余弦成分Δτmcおよび差トルク
推定値正弦成分Δτmsのうち、機械速度ωr以上の成分が減衰される。次に、減算器９１
ｊ，９１ｋにおいては、差トルク推定値余弦成分Δτmc，差トルク推定値正弦成分Δτms

と、それぞれの指令値（Δτmc
*＝０，Δτms

*＝０）との差が求められる。そして、求め
られた差に対して比例器９２ｔ，９２ｍでは積分ゲインＫｉ＿ａｔｒが乗じられ、積分器
９４ｈ，９４ｉでは、各乗算結果が積分される。
【００６８】
　これらの積分結果は、脈動トルク電流指令値の余弦成分Ｉqsin

*
cおよび正弦成分Ｉqsin

*
sになる。この後、再度、単相座標逆変換器３７にて、次式（７）に基づいて座標変換が
実行される。
　Δτmm

^＝cos θr×Ｉqsin
*
c＋ｓｉｎθr×Ｉqsin

*
s　　…（７）

【００６９】
　この座標変換により、差トルク推定値Δτm

^の機械速度ωrの成分Δτmm
^が得られる。

差トルク推定値の機械速度成分Δτmm
^には、比例器９２ｎにてゲインＫｔｒｑが乗算さ

れ、その乗算結果が脈動トルク電流指令値Ｉqsin
*として出力される。なお、本実施形態

では、ゲインＫｔｒｑは「１」である。そして、図１１について上述したように、加算器
９０ｂにおいては、脈動トルク電流指令値Ｉqsin

*とトルク電流指令値Ｉtq
*とが加算され

、加算結果がｑ軸電流指令値Ｉq
*として出力される。

【００７０】
（部分電圧飽和状態における脈動トルク制御の課題）
　以上のように、脈動トルク推定器１６、脈動トルク電流指令値作成器１１を設けること
により、周期的な負荷変動を補償し、電動機６の騒音や振動を低減することが可能になる
。
　しかし、前述の通り、部分電圧飽和状態で制御部２を継続して駆動すると、電流制御器
１４や脈動トルク電流指令値作成器１１が適切に動作せず、電動機６が不安定になる場合
がある。
　様々な回転速度で電動機６および負荷装置９を駆動した際の振動（振動振幅値）の周波
数特性の例を図２０に示す。図示のように、全体的には、回転速度が低速になっていくに
つれ、振動振幅値が大きくなっていく傾向を有する。これは、電動機６の速度が低下する
と、慣性力が小さくなるためである。また、１３００ｒｐｍ近傍にピークが現れているが
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、これは電動機６や負荷装置９等の機械系の機械共振周波数である。
【００７１】
　振動の周波数特性は、負荷条件によっても変動する。図２０に破線で示した周波数特性
は、実線よりも負荷が重い場合の例である。例えば、圧縮機構部５００（図３（ｂ）参照
）の吸込み口５０５の圧力と吐出口５０７の圧力の差が大きくなれば、負荷が大きくなる
。負荷が大きい場合であっても、３０００ｒｐｍ付近の高速域では振動の差は小さくなる
。一方、回転速度が低速になるほど振動の増加（悪化）が顕著になる。
【００７２】
　例えば、１３００ｒｐｍ付近の回転速度で電動機６を駆動すると、負荷が重くなり、あ
るいは直流電圧源２０（図４参照）の電圧が低下することで、部分電圧飽和状態が発生す
る可能性がある。その際、単純に電流制御器１４ａ，１４ｂ（図１２参照）や脈動トルク
電流指令値作成器１１（図１９参照）を停止してしまうと、電動機６の回転速度変動が生
じ、振動や騒音が悪化する。
【００７３】
　ここで、再び図１０を参照し、電圧ベクトル軌跡１０６に着目すると、電圧ベクトル１
０４の平均値つまり楕円の電圧ベクトル軌跡１０６の中央部分は、通常領域であり、充分
に余裕があることが分かる。この点が、電動機６の負荷変動および直流電圧Ｅｄｃの変動
が生じた場合においても、安定に電動機６を駆動制御する着眼点になる。
【００７４】
（電圧位相調整器６０）
　次に、図２１のブロック図を参照し、電圧位相調整器６０の構成を説明する。
　上述したように、電圧位相調整器６０は、電圧変調率ＫhV1に基づいて、電圧位相調整
量Δθv

*を出力するためのものであり、比較器６１ａ，６１ｂと、状態保持器（ラッチ回
路）８２と、ピークホールド回路６３と、論理積器８３と、入力切替器８４と、積分器９
４ｋとを有している。ピークホールド回路６３は、電圧変調率ＫhV1のピーク値を検出す
るとそのピーク値をラッチして出力し、次のピークを検出するまで、そのピーク値を出力
し続ける。電圧変調率ＫhV1は機械角一回転を周期として脈動するため、このピーク値は
、過去の機械角一回転中の電圧変調率ＫhV1の最大値に等しい。そこで、このピーク値を
「最大電圧変調率Ｋhp」と呼ぶ。比較器６１ａは、最大電圧変調率Ｋhpと第一の判定値Ｋ
ｈＪｕｄ１とを比較し、「Ｋhp＞ＫｈＪｕｄ１」である場合は“１”、「Ｋhp≦ＫｈＪｕ
ｄ１」である場合は“０”になるオーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇを出力する。
【００７５】
　上述した図９（ａ），（ｂ）においては、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１は、境界値Ｋhsat

（＝２／√３）に等しいことを想定している。但し、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１は、必ず
しも境界値Ｋhsatに一致する必要はない。例えば、ある程度の振動、騒音を容認しても消
費電力を低減させたい場合は、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１は境界値Ｋhsatよりも大きくす
るとよい。
【００７６】
　比較器６１ｂは、最大電圧変調率Ｋhpと第二の判定値ＫｈＪｕｄ２とを比較し、「Ｋhp

＜ＫｈＪｕｄ２」である場合は“１”、「Ｋhp≧ＫｈＪｕｄ２」である場合は“０”にな
るアンダーフラグＫｈＵｎｄｅｒＦｌｇを出力する。なお、第二の判定値ＫｈＪｕｄ２は
、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１よりも若干低い値になっている。状態保持器８２は、オーバ
ーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇが“１”になると、そのオーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇ
の値（“１”）を保持し続け、信号Ｓ８２として出力する。
【００７７】
　また、ラッチ解除フラグＵｎｌａｔｃｈＦｌｇが“１”になると、信号Ｓ８２は“０”
にリセットされる。論理積器８３は、信号Ｓ８２およびアンダーフラグＫｈＵｎｄｅｒＦ
ｌｇの双方が“１”である場合に“１”となり、それ以外の場合に“０”になる減算フラ
グＤｅｃＦｌｇを出力する。積分器９４ｋは、減算フラグＤｅｃＦｌｇが“１”である場
合は、積分結果（すなわち電圧位相調整量Δθv

*）を、所定の減算レートで減少させる。



(17) JP 2017-46430 A 2017.3.2

10

20

30

40

50

【００７８】
　なお、図２１には２種類の矢印が示されているが、Ｖ字状に開いた矢印は、「状態切替
信号」または「トリガー」が伝達されることを示し、先端が黒塗り三角形の矢印は他の「
信号」が伝達されることを示す。入力切替器８４は、オーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇ
が“１”になると電圧変調率ＫhV1を選択し、オーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇが“０
”になると零値を選択し、選択した値を積分器９４ｋに供給する。これにより、積分器９
４ｋは、オーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇが“１”になると、電圧変調率ＫhV1を積分
する。そして、積分器９４ｋにおける積分結果は、電圧位相調整量Δθv

*として出力され
る。
　零値検出器６４は、電圧位相調整量Δθv

*が「０」以上の値から「０」になった場合、
その旨を検出し、ワンショットのラッチ解除フラグＵｎｌａｔｃｈＦｌｇを出力する。
【００７９】
＜実施形態の動作＞
　次に、図２２（ａ）～（ｆ）の波形図を参照し、本実施形態の動作を説明する。
　なお、図２２（ａ）は、圧縮機構部５００（図３（ａ），（ｂ）参照）の吐出口５０７
における吐出圧の波形図であり、図２２（ｂ）は、最大電圧変調率Ｋhpおよび平均電圧変
調率Ｋhaの波形図である。なお、平均電圧変調率Ｋhaとは、電圧変調率ＫhV1を機械角一
回転毎に平均した値である。図２２（ｃ）は電圧位相調整量Δθv

*の波形図、図２２（ｄ
）はオーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇの波形図、図２２（ｅ）はアンダーフラグＫｈＵ
ｎｄｅｒＦｌｇの波形図、図２２（ｆ）は減算フラグＤｅｃＦｌｇの波形図である。
【００８０】
　本実施形態においては、負荷トルクτLは機械角一回転周期で脈動するため、電圧変調
率ＫhV1が変化する要因として、
（１）直流電圧源２０（図４参照）の直流電圧Ｅｄｃの変化、
（２）電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の直流成分（１回転中の平均値）の変化、および

（３）電圧指令値Ｖd
**，Ｖq

**の交流成分の変化、
　という３つの要因が考えられる。しかし、図２２（ａ）～（ｆ）では説明の簡略化のた
めに、「直流電圧Ｅｄｃは一定である」「電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の直流成分は一定であ

る」と仮定する。
【００８１】
　より具体的には、直流電圧源２０の直流電圧Ｅｄｃ、電動機６の回転速度、および圧縮
機構部５００の吸込圧は一定であり、圧縮機構部５００の吐出圧が時間的に変化するもの
と考える。吐出圧が変化すると、負荷トルクτLの振幅が変化する。すなわち、電圧指令
値Ｖd

**，Ｖq
**の交流成分が変化する。なお、厳密にはｄ－ｑ軸の干渉等によって、電圧

指令値の平均値も変化するが、吐出圧のみが変化する場合は、電圧指令値の交流成分の変
化が支配的になるため、ここでは電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の交流成分のみが変化すると仮

定する。図２２（ｂ）の縦軸は電圧変調率であるが、直流電圧源２０の直流電圧Ｅｄｃが
一定であれば、縦軸は電力変換回路５のスイッチングデューティと見なすこともできる。
【００８２】
　図２２（ａ）においては、時刻ｔ1から圧縮機構部５００の吐出圧が上昇し始めている
。吐出圧が上昇すると、これに伴って電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の交流成分も大きくなる。

これにより、図２２（ｂ）においても、時刻ｔ1に最大電圧変調率Ｋhpが上昇し始めてお
り、時刻ｔ2に最大電圧変調率Ｋhpは第二の判定値ＫｈＪｕｄ２に達している。これによ
り、図２２（ｅ）に示すように、アンダーフラグＫｈＵｎｄｅｒＦｌｇは、時刻ｔ2にお
いて“１”から“０”に立ち下がっている。
【００８３】
　時刻ｔ2以降も圧縮機構部５００の吐出圧の上昇に伴って最大電圧変調率Ｋhpも上昇を
続け、時刻ｔ3において最大電圧変調率Ｋhpは第一の判定値ＫｈＪｕｄ１に達している。
これは、機械角一回転中に、電圧変調率ＫhV1が第一の判定値ＫｈＪｕｄ１を超える期間
が生じた、ということであり、それ以降、オーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇは、機械角
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一回転を周期として、“１”および“０”に交互に切り替わるようになる。なお、図２２
（ｅ）には、状態保持器８２が出力する信号Ｓ８２の波形も示しておく。なお、時刻ｔ1
～ｔ3の区間を「区間Ａ」と呼び、時刻ｔ3～ｔ4の区間を「区間Ｂ」と呼ぶ。
【００８４】
　オーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇが“１”になる期間が生じると、オーバーフラグＫ
ｈＯｖｅｒＦｌｇのデューティ比に応じて、積分器９４ｋにて電圧変調率ＫhV1が積分さ
れる。従って、その積分結果である電圧位相調整量Δθv

*は、図２２（ｃ）の区間Ｂの波
形に示すように、徐々に上昇してゆく。
【００８５】
　上述したように、電圧位相調整量Δθv

*は、印加電圧作成器１９（図１３参照）に供給
され、電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の位相に反映される。電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の電圧位相

を進めると、電動機６における誘起電圧を抑制することができる。誘起電圧を抑制すると
、電動機６に供給可能な電流が増加するため、電圧飽和領域ではなく通常領域での駆動を
実現することができる。従って、電流制御器１４ａ，１４ｂおよび脈動トルク電流指令値
作成器１１を継続的に動作させることができ、電動機６を安定に駆動することが可能にな
る。換言すると、トルク制御を適用できる速度範囲が高速側および高負荷側に拡大でき、
広い動作範囲での低振動駆動を実現できる。
【００８６】
　図２２（ａ）の時刻ｔ4において、圧縮機構部５００の吐出圧の上昇が止まっている。
これにより、１回転中の電圧変調率ＫhV1の変動幅も、電圧位相調整量Δθv

*も、ある値
に収束するようになる。時刻ｔ4～ｔ5の区間は、吐出圧が一定になっており、この区間を
「区間Ｃ」と呼ぶ。区間Ｃにおいて電圧指令値Ｖd

**，Ｖq
**の電圧位相を進めること、す

なわち弱め磁束制御を行うことにより、通常領域においては、より低い電圧指令値Ｖd
**

，Ｖq
**によって必要な電流Ｉd，Ｉqを流すことができるため、区間Ｃにおける電圧変調

率ＫhV1の平均電圧変調率Ｋhaは、区間Ａよりも低くなっている。区間Ｃにおける電圧変
調率ＫhV1の時間変化の一例を図２３に示す。区間Ｃにおいては、電圧変調率ＫhV1の最大
値は、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１以下であり、電圧飽和領域には達しておらず、部分電圧
飽和も発生していない。
【００８７】
　図２４は、区間Ｃにおける電圧ベクトル軌跡の変化の状態を示す図である。
　電圧ベクトル軌跡１１６は、区間Ｃにおける電圧ベクトルの軌跡であり、電圧ベクトル
１１４は、区間Ｃにおける電圧ベクトルの平均値である。図示のように、電圧位相調整器
６０を用いることにより、電圧ベクトル１１４の１回転中の平均電圧角度がδＶａｖｅ_1
 になっている。これにより、電圧ベクトル軌跡１１６は、その全体が通常領域内にとど
まっている。比較のため、図１０に示した電圧ベクトル１０４および電圧ベクトル軌跡１
０６も図２４内に破線で図示する。
【００８８】
　図２２（ａ）に戻り、時刻ｔ5以降は、圧縮機構部５００の吐出圧が減少し始めており
、これに伴って、図２２（ｂ）に示すように、最大電圧変調率Ｋhpも減少し始めている。
そして、時刻ｔ6において、最大電圧変調率Ｋhpは第二の判定値ＫｈＪｕｄ２未満になる
。これにより、図２２（ｅ）に示すように、時刻ｔ6において、アンダーフラグＫｈＵｎ
ｄｅｒＦｌｇが“０”から“１”に立ち上がる。時刻ｔ5～ｔ6の区間を「区間Ｄ」と呼ぶ
。また、図２２（ｄ）に示す信号Ｓ８２は、それ以前から“１”であった。これにより、
図２２（ｆ）に示すように、信号Ｓ８２とアンダーフラグＫｈＵｎｄｅｒＦｌｇとの論理
積である減算フラグＤｅｃＦｌｇは、時刻ｔ6に“０”から“１”に立ち上がる。
【００８９】
　減算フラグＤｅｃＦｌｇが“１”になると、積分器９４ｋは、積分結果（すなわち電圧
位相調整量Δθv

*）を、所定の減算レートで減少させる。これにより、図２２（ｃ）に示
すように、時刻ｔ6以降、電圧位相調整量Δθv

*が所定の減算レートで減少している。そ
して、時刻ｔ7において電圧位相調整量Δθv

*は零値になっている。時刻ｔ6～ｔ7の区間
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を「区間Ｅ」と呼び、時刻ｔ7以降の区間を「区間Ｆ」と呼ぶ。
【００９０】
　時刻ｔ7において電圧位相調整量Δθv

*が“０”になると、零値検出器６４（図２１参
照）がワンショットのラッチ解除フラグＵｎｌａｔｃｈＦｌｇを出力する。これにより、
状態保持器８２から出力される信号Ｓ８２は、図２２（ｄ）に示すように、“０”に立ち
下がる。また、図２２（ｆ）に示すように、減算フラグＤｅｃＦｌｇも“０”に立ち下が
る。これにより、時刻ｔ7以降の各部の状態は、時刻ｔ1以前の状態と同様になり、通常の
トルク制御が続行される。
【００９１】
＜実施形態の効果＞
　以上のように、本実施形態におけるモータ制御装置１は、直流電圧（Ｅｄｃ）を交流電
圧に変換し出力することにより、負荷トルク（τL）が周期的に変動する負荷装置（９）
に結合される電動機（６）を駆動する電力変換回路（５）と、前記電力変換回路（５）を
駆動するドライブ信号を出力する制御部（２）と、を有し、前記制御部（２）は、前記負
荷トルク（τL）に対応する周期で増減する負荷トルク対応パラメータ（ＫhV1）を演算し
、前記負荷トルク対応パラメータのピーク値（Ｋhp）が所定の第１の閾値（ＫｈＪｕｄ１
）を超えると、前記電動機（６）の回転により発生する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態
で前記電力変換回路（５）を駆動するものである。
【００９２】
　さらに、本実施形態における制御部２は、前記弱め磁束状態で前記電力変換回路（５）
を駆動している際に前記ピーク値（Ｋhp）が前記第１の閾値（ＫｈＪｕｄ１）よりも低い
第２の閾値（ＫｈＪｕｄ２）未満になると、前記誘起電圧を抑制しない通常状態で前記電
力変換回路（５）を駆動するものである。
【００９３】
　さらに、本実施形態において、前記負荷トルク対応パラメータ（ＫhV1）は、前記交流
電圧を指令する電圧指令値の振幅と前記直流電圧（Ｅｄｃ）との比である電圧変調率（Ｋ

hV1）であり、前記制御部（２）は、前記電圧変調率（ＫhV1）のピーク値（Ｋhp）が前記
第１の閾値（ＫｈＪｕｄ１）以下になるように、前記電圧指令値の位相を制御するもので
ある。
　さらに、制御部２は、前記電圧変調率（ＫhV1）のピーク値（Ｋhp）が前記第１の閾値
（ＫｈＪｕｄ１）以下になるように前記電圧指令値の位相を制御する際に、前記電圧変調
率（ＫhV1）の平均値を減少させるものである。
　さらに、前記負荷トルク（τL）は、前記電動機（６）の機械角一回転の所定値倍の周
期で変動するものである。
【００９４】
　これらの特徴により、本実施形態のモータ制御装置１は、負荷トルクτLに変動が生じ
た場合や、直流電圧Ｅｄｃの変動が大きくなった場合においても、電動機６を安定して駆
動制御することができる。さらに、トルク制御を適用できる速度範囲が高速側および高負
荷側に拡大でき、広い動作範囲に渡って、振動、騒音を抑制することができる。
【００９５】
［第２実施形態］
＜実施形態の構成・動作＞
　次に、本発明の第２実施形態によるモータ制御システムについて説明する。
　本実施形態のモータ制御システムの全体構成は、第１実施形態のもの（図１参照）と同
様であるが、本実施形態においては、第１実施形態のモータ制御装置１に含まれる電圧位
相調整器６０（図２１参照）に代えて、図２５に示す電圧位相調整器６０ｂが適用される
。
【００９６】
　電圧位相調整器６０ｂの構成は、第１実施形態の電圧位相調整器６０と比較すると、電
圧変調率ＫhV1に代えて脈動トルク電流指令値Ｉqsin

*が入力信号になっている。これによ
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り、ピークホールド回路６３は、脈動トルク電流指令値Ｉqsin
*のピーク値である最大脈

動トルク電流指令値Ｉqsinp
*を出力する。また、比較器６１ａ，６１ｂに代えて、比較器

６１ｃ，６１ｄが適用される点が異なる。ここで、比較器６１ｃは、最大脈動トルク電流
指令値Ｉqsinp

*と第一の判定値ＩｑＪｕｄ１とを比較し、「Ｉqsinp
*＞ＩｑＪｕｄ１」で

ある場合は“１”、「Ｉqsinp
*≦ＩｑＪｕｄ１」である場合は“０”になるオーバーフラ

グＩｑＯｖｅｒＦｌｇを出力する。
【００９７】
　また、比較器６１ｄは、最大脈動トルク電流指令値Ｉqsinp

*と第二の判定値ＩｑＪｕｄ
２とを比較し、「Ｉqsinp

*＜ＩｑＪｕｄ２」である場合は“１”、「Ｉqsinp
*≧ＩｑＪｕ

ｄ２」である場合は“０”になるアンダーフラグＩｑＵｎｄｅｒＦｌｇを出力する。なお
、第二の判定値ＩｑＪｕｄ２は、第一の判定値ＩｑＪｕｄ１よりも若干低い値になってい
る。状態保持器８２は、オーバーフラグＩｑＯｖｅｒＦｌｇが“１”になると、そのオー
バーフラグＩｑＯｖｅｒＦｌｇの値（“１”）を保持し続け、信号Ｓ８２として出力する
。
【００９８】
　電圧位相調整器６０ｂの上述した以外の構成は、第１実施形態の電圧位相調整器６０と
同様である。脈動トルク電流指令値Ｉqsin

*は、電圧変調率ＫhV1と同様に脈動し、ピーク
が現れるタイミングも近いため、このように電圧変調率ＫhV1に代えて用いることができ
る。
【００９９】
＜実施形態の効果＞
　以上のように、本実施形態におけるモータ制御装置は、第１実施形態のものと同様に、
直流電圧（Ｅｄｃ）を交流電圧に変換し出力することにより、負荷トルク（τL）が周期
的に変動する負荷装置（９）に結合される電動機（６）を駆動する電力変換回路（５）と
、前記電力変換回路（５）を駆動するドライブ信号を出力する制御部（２）と、を有し、
前記制御部（２）は、前記負荷トルク（τL）に対応する周期で増減する負荷トルク対応
パラメータ（Ｉqsin

*）を演算し、前記負荷トルク対応パラメータのピーク値（Ｉqsinp
*

）が所定の第１の閾値（ＩｑＪｕｄ１）を超えると、前記電動機（６）の回転により発生
する誘起電圧を抑制する弱め磁束状態で前記電力変換回路（５）を駆動するものである。
【０１００】
　さらに、本実施形態においては、前記電動機（６）は永久磁石を埋設した回転子（６ａ
）と固定子（６ｂ）とを有し、前記制御部（２）は、前記永久磁石の主磁束方向をｄ軸と
し、前記ｄ軸から回転方向に電気的に９０度進んだ軸をｑ軸とし、前記ｑ軸に流れる電流
の脈動成分である脈動トルク電流指令値（Ｉqsin

*）を計算するものであり、前記負荷ト
ルク対応パラメータは、前記脈動トルク電流指令値（Ｉqsin

*）である。
【０１０１】
　かかる特徴により、本実施形態においては、第１実施形態のものと同様に、広い動作範
囲に渡って、振動、騒音を抑制することができる。
　さらに、本実施形態においては、電流指令値Ｉd

*，Ｉq
*を演算するループ内で、弱め磁

束制御を実現できるので、印加電圧作成器１９（図１１参照）において電圧位相を変更す
る必要がなくなり、第１実施形態のものよりも少ない演算量で弱め磁束制御を実現できる
。
【０１０２】
［第３実施形態］
＜実施形態の構成＞
　次に、本発明の第３実施形態によるモータ制御システムについて説明する。
　本実施形態のモータ制御システムの全体構成は、第１実施形態のもの（図１参照）と同
様であるが、本実施形態においては、第１実施形態の電圧位相調整器６０（図２１参照）
に代えて、図２６に示す電圧位相調整器６０ｃが適用される。
【０１０３】
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　電圧位相調整器６０ｃは、電圧変調率ＫhV1を入力信号としているが、出力信号はｄ軸
電流指令値Ｉd

*である。すなわち、電圧位相調整器６０ｃが出力するｄ軸電流指令値Ｉd
*

は、電圧指令値演算部３４（図１１、図１２参照）に入力される。
　また、電圧位相調整器６０ｃにおいては、電圧変調率ＫhV1の入力端子と入力切替器８
４との間に減算器９１ｋが挿入されている。減算器９１ｋは、電圧変調率ＫhV1から第三
の判定値ＫｈＪｕｄ３を減算する。なお、第三の判定値ＫｈＪｕｄ３は第一の判定値Ｋｈ
Ｊｕｄ１と同じ値であってもよく、異なっていてもよい。積分器９４ｋは、入力切替器８
４を介して供給された信号の負値を積分し、積分結果をｄ軸電流指令値Ｉd

*として出力す
る。
【０１０４】
　本実施形態によれば、積分器９４ｋは、入力切替器８４において減算器９１ｋが選択さ
れると、「電圧変調率ＫhV1が第三の判定値ＫｈＪｕｄ３を超えた値」の負値を積分する
。これにより、積分を開始する電圧変調率ＫhV1と、実際に積分に使用する被積分値とを
異ならせることができ、様々な電圧変調率ＫhV1の変化に対応することが可能になる。ま
た、本実施形態においては、第１実施形態の電力変換回路５（図５参照）に代えて、図２
７に示す電力変換回路５ａが適用される。
【０１０５】
　図２７において、直流電圧源３０は、商用電源等の交流電圧源２６の交流電圧を全波整
流する整流回路２７と、整流回路２７の出力端子に並列に接続された、電界コンデンサ等
の平滑コンデンサ２８とを有している。電力変換回路５ａの上記以外の構成は、第１実施
形態の電力変換回路５のものと同様である。本実施形態においては、直流電圧Ｅｄｃには
、交流電圧源２６のリプル電圧が重畳する。すなわち、図２７のように単相交流電圧源を
用いた場合は電源周波数の２倍、三相交流電圧源を用いた場合は電源周波数の６倍の周波
数のリプル電圧が直流電圧Ｅｄｃに重畳する。
【０１０６】
＜実施形態の動作＞
　次に、図２８（ａ）～（ｆ）の波形図を参照し、本実施形態の動作を説明する。
　なお、図２８（ａ）は、直流電圧Ｅｄｃの波形図であり、図２８（ｂ）は、最大電圧変
調率Ｋhpおよび平均電圧変調率Ｋhaの波形図、図２８（ｃ）はｄ軸電流指令値Ｉd

*の波形
図、図２８（ｄ）はオーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇの波形図、図２８（ｅ）はアンダ
ーフラグＫｈＵｎｄｅｒＦｌｇの波形図、図２８（ｆ）は減算フラグＤｅｃＦｌｇの波形
図である。
　また、図２８（ａ）～（ｆ）においては、電動機６の回転速度、圧縮機構部５００の吸
込圧および吐出圧は一定であり、直流電圧源２０の直流電圧Ｅｄｃが変化すると仮定して
説明する。
【０１０７】
　前述のように、電圧変調率ＫhV1は、電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*の振幅すなわち√（Ｖd

*2＋
Ｖq

*2）と、直流電圧Ｅｄｃとの比であるため、直流電圧Ｅｄｃに含まれるリプル電圧に
よって、電圧変調率ＫhV1は変化する。すなわち、電動機６の回転速度、圧縮機構部５０
０の吸込圧および吐出圧が一定であって電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*が変化しなかったとしても

、図２８（ａ）の区間Ａに示すように、直流電圧Ｅｄｃにはリプル電圧が重畳し、最大電
圧変調率Ｋhpと平均電圧変調率Ｋhaとの間に差が生じる。
【０１０８】
　リプル電圧の振幅値は、平滑コンデンサ２８の容量によって大きく影響を受ける。すな
わち、平滑コンデンサ２８の容量を大きくするほど、リプル電圧の振幅を小さくできる。
その反面、平滑コンデンサ２８の体積は容量に応じて大きくなる。したがって、リプル電
圧が大きい場合においても、安定にモータを駆動できれば、電力変換回路５ａを小型にす
ることができる。
【０１０９】
　図２８（ａ）においては、時刻ｔ1以降、交流電圧源２６の交流電圧が低下したことを
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想定している。交流電圧が低下したことにより、図２８（ｂ）に示すように、最大電圧変
調率Ｋhpおよび平均電圧変調率Ｋhaが上昇している。時刻ｔ13においては、交流電圧がさ
らに低下したことにより、最大電圧変調率Ｋhpが第一の判定値ＫｈＪｕｄ１を超えており
、オーバーフラグＫｈＯｖｅｒＦｌｇが“１”または“０”に振動するようになり、信号
Ｓ８２は“１”になる。これにより、図２６に示す入力切替器８４は、減算器９１ｋの出
力信号を選択するようになり、「電圧変調率ＫhV1が第三の判定値ＫｈＪｕｄ３を超えた
値」が積分器９４ｋに入力され、積分器９４ｋでは、その負値が積分される。
【０１１０】
　積分器９４ｋの積分結果は、ｄ軸電流指令値Ｉd

*として出力されるため、図２８（ｃ）
に示すように、時刻ｔ13以降、ｄ軸電流指令値Ｉd

*が負の方向の増加し、これによって電
圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*の位相が進む。電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*の位相が進むと、これによって

電動機６に流れる電流の位相も進み、電動機６における誘起電圧を減少させることができ
る。これにより、駆動領域を、電圧飽和領域から通常領域に変えることができる。
【０１１１】
　図２８（ａ）の時刻ｔ15においては、交流電圧源２６の交流電圧が上昇し始め、それに
伴って、図２８（ｂ）に示すように、最大電圧変調率Ｋhpおよび平均電圧変調率Ｋhaが減
少し始める。そして、時刻ｔ16においては、最大電圧変調率Ｋhpが第二の判定値ＫｈＪｕ
ｄ２を下回り、これによって図２８（ｃ）に示すように、時刻ｔ16以降はｄ軸電流指令値
Ｉd

*の絶対値が減少している。これにより、電圧指令値Ｖd
*，Ｖq

*の位相も基に戻る方向
に変化してゆく。そして、時刻ｔ17においては、ｄ軸電流指令値Ｉd

*が零値に戻るため、
零値検出器６４（図２６参照）がワンショットのラッチ解除フラグＵｎｌａｔｃｈＦｌｇ
を出力する。これにより、状態保持器８２から出力される信号Ｓ８２は、図２８（ｄ）に
示すように、“０”に立ち下がり、図２２（ｆ）に示す減算フラグＤｅｃＦｌｇも“０”
に立ち下がる。時刻ｔ17以降の各部の状態は、時刻ｔ11以前の状態と同様になり、通常の
トルク制御が続行される。
【０１１２】
　以上のように、本実施形態によれば、第１，第２実施形態と同様に、電流制御器１４ａ
，１４ｂおよび脈動トルク電流指令値作成器１１を継続して動作させることができる。す
なわち、負荷トルクτLの変動や、直流電圧Ｅｄｃの変動が大きい場合においても、電動
機６を安定して駆動することができ、振動、騒音を低減することができる。さらに、本実
施形態によれば、リプル電圧が大きい場合においても、安定して電動機６を駆動できるの
で、平滑コンデンサ２８の容量を小さくすることができ、電力変換回路５ａを小型にする
ことができる。
【０１１３】
［第４実施形態］
　次に、図２９に示す模式図を参照し、本発明の第４実施形態による流体機械３０２の構
成を説明する。
　図２９に示す流体機械３０２においては、動力源である電動機６と圧縮機構部５００と
が、密閉容器５１１の中に配置されている。電動機６の回転子６ａに接続されている。そ
して、電動機６は、配線ケーブル３１０を介してモータ制御装置３０１に接続されている
。シャフト５０２とロータリーピストン５０１とは、クランクシャフト５０３を介して接
続されている。
【０１１４】
　クランクシャフト５０３の下端は、軸受け５１０によって支持されている。密閉容器５
１１の底部には潤滑油が貯溜されており、軸受け５１０および圧縮機構部５００を潤滑す
る。シャフト５０２の上端部には、バランスウェイト５１２が付加されており、ロータリ
ーピストン５０１の偏心による重量のアンバランスを緩和している。これにより、電動機
６の回転に応じてロータリーピストン５０１が偏心して回転し、吸込み、圧縮、吐出、と
いった一連の工程を行う。なお、圧縮機構部５００の断面形状は、第１実施形態のもの（
図２（ｂ）参照）と同様である。
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【０１１５】
　吸込みパイプ５０８は吸込み口５０５（図２（ｂ）参照）に接続され、吐出パイプ５０
９は、密閉容器５１１の内部の空間を介して吐出口５０７にそれぞれ接続されており、流
体機械３０２に接続される外部のシステムとの間で冷媒を循環する。但し、流体機械３０
２は、圧縮機に限られるものではなく、周期的に変動する負荷トルク特性を有するモータ
制御装置（例えば、ポンプなど）にも適用可能であり、圧縮機に適用した場合と同様の効
果があることは言うまでもない。
【０１１６】
　圧縮機構部５００によって生じる負荷トルクτLの変化パターンは、たとえ同じ圧縮機
構部５００を用いたとしても、電動機６の回転速度、吸込み口５０５や吐出口５０７の圧
力（吸込み圧および吐出圧）、吸込み口５０５と吐出口５０７の圧力比等によって異なる
。すなわち、負荷トルクτLのピーク値、ピーク値となる回転角度位置、負荷トルクの増
減変化波形等が変化する。従って、本実施形態は、トルク変化のパターン変化によって電
圧ベクトル軌跡（特に部分電圧飽和状態での軌跡）が変化した場合であっても、安定に電
動機６を駆動制御可能なモータ制御装置を実現しようとするものである。
【０１１７】
　モータ制御装置３０１の機能構成は、第１実施形態のモータ制御装置１（図１参照）と
同様である。但し、第１実施形態の電圧位相調整器６０（図２１参照）に代えて、本実施
形態においては、図３０に示す電圧位相調整器６０ｄが適用される。電圧位相調整器６０
ｄの構成は第１実施形態の電圧位相調整器６０と同様であるが、入力切替器８４と積分器
９４ｋとの間に比例器８５が挿入されている点が異なる。比例器８５は、入力された信号
に電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶを乗算した後に積分器９４ｋに供給する。ここで、
電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶは、周波数指令値ω*、インバータ周波数指令値ω1（
以下、これらを総称して「回転速度」という）または吐出温度Ｔｃに基づいて決定される
。
【０１１８】
　図３１は、電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶの第１の設定例を示す図である。図３１
の例では、回転速度が高い領域では電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶが高くなり、回転
速度が低くなる領域では電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶも低くなるように設定される
。そこで、その理由を説明しておく。式（１）および式（２）から明らかなように、回転
速度（式中のω1）が高くなるほど、ｄ軸，ｑ軸電圧指令値Ｖd

*，Ｖq
*は高くなる。すな

わち、回転速度が高くなると、平均電圧変調率Ｋhaは高くなるため、平均電圧変調率Ｋha

と第一の判定値ＫｈＪｕｄ１との差が小さくなる。従って、電圧位相調整積分ゲインＫｉ
＿δＶを高くする（高応答化する）ことで最大電圧変調率Ｋhpの変化に電圧位相調整量Δ
θv

*を高速に応答させることができるようになり、部分電圧飽和状態から通常領域への変
移が短時間で実現できるようになる。この結果、電動機６を安定して駆動制御することが
できる。一方、回転速度が低い領域では、電圧位相調整積分ゲインを低くする（低応答化
する）ことにより、電圧位相調整量Δθv

*が過度に調整されないようにすることができ、
最適な電圧位相近傍で、安定して電動機６を駆動制御することができ、振動、騒音を低減
できるようになる。
【０１１９】
　図３２は、電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶの第２の設定例を示す図である。図３２
の例では、吐出口５０７（図２（ｂ）参照）における吐出圧または吐出温度Ｔｃに応じて
電圧位相調整積分ゲインを変更する。吐出圧は、トルク変化のパターンを決める主要要素
の一つである。吐出圧を直接測定してもよいが、吐出圧の測定が難しい場合は、吐出パイ
プ５０９と密閉容器５１１との境界部分、または吐出口５０７に温度センサを設置し、そ
の温度変化から間接的に吐出圧を推定するとよい。吐出圧が高いと平均電圧変調率Ｋhaは
高くなるため、平均電圧変調率Ｋhaと第一の判定値ＫｈＪｕｄ１との差が小さくなる。従
って、電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶを高くする（高応答化する）ことで吐出圧の変
化に電圧位相調整量Δθv

*を高速に応答させることができるようになり、部分電圧飽和状
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態から通常領域への変移が短時間で実現できるようになる。これにより、最適な電圧位相
近傍で、安定して電動機６を駆動制御することができ、振動、騒音を低減できるようにな
る。
【０１２０】
　また、回転速度に応じて変調率判定値（第一の判定値ＫｈＪｕｄ１および第二の判定値
ＫｈＪｕｄ２のうち、少なくとも１つ）を変更するようにしてもよい。図３３は、回転速
度に応じて変調率判定値を変化させる際の設定例を示す。前述の通り、回転速度が高い領
域では、平均電圧変調率Ｋhaは高くなるため、平均電圧変調率Ｋhaと第一の判定値ＫｈＪ
ｕｄ１との差が小さくなる。そこで、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１を回転速度の増加に応じ
て下げることにより、電圧位相調整量Δθv

*を早めに調整できるようになる。この結果、
安定にモータを駆動制御することができ、振動、騒音を抑制することができる。
【０１２１】
　また、吐出圧または吐出温度Ｔｃに応じて、変調率判定値を変更するようにしてもよい
。図３４は、吐出圧または吐出温度Ｔｃに応じて変調率判定値を変化させる際の設定例を
示す。負荷トルクτLが高くなるほど平均電圧変調率Ｋhaは高くなるため、平均電圧変調
率Ｋhaと第一の判定値ＫｈＪｕｄ１との差が小さくなる。そこで、第一の判定値ＫｈＪｕ
ｄ１を吐出圧または吐出温度Ｔｃの増加に応じて下げることにより、電圧位相調整量Δθ

v
*を早めに調整できるようになる。この結果、安定にモータを駆動制御することができ、
振動、騒音を抑制することができる。
【０１２２】
［第５実施形態］
　次に、図３５に示す模式図を参照し、本発明の第５実施形態による流体機械３０２ａの
構成を説明する。
　図３５に示す流体機械３０２ａにおいては、動力源である電動機６とレシプロ型圧縮機
構部６００とが、密閉容器６１１の中に配置され、電動機６を動力源としてピストン６０
１を駆動し、これにより、圧縮動作を行う。電動機６のシャフト６０２には、クランクシ
ャフト６０３が接続され、電動機６の回転運動を直線運動に変換している。電動機６の回
転に応じて、ピストン６０１も動作し、吸込み、圧縮、吐出、といった一連の工程を行う
。圧縮機構の工程では、まずシリンダ６０４に設けられた吸込み口６０５から冷媒を吸い
込む。その後、弁６０６を閉じて圧縮を行い、吐出口６０７から圧縮した冷媒を吐出する
。また、電動機６は、配線ケーブル６１０を介してモータ制御装置３０１ａに接続されて
いる。
【０１２３】
　一連の工程において、ピストン６０１にかかる圧力が変化する。これは、ピストンを駆
動する電動機６から見ると、周期的に負荷トルクτLが変化していることを意味する。図
３６は、機械角一回転における、回転子６ａの回転角度位置に対する負荷トルクτLの変
化の例を示している。図３６では、電動機６として４極モータの例を示しているため、電
気角２周期が機械角１周期に相当する。回転子６ａの位置とピストン６０１との位置関係
は組み付けによって決まるが、図３６ではピストン６０１の下死点が機械角の０°として
、回転角度位置（ピストン位置）に対する負荷トルクτLの変化を示している。
【０１２４】
　圧縮工程が進むにつれ負荷トルクτLが大きくなり、吐出工程では、急激に負荷トルク
τLが小さくなるのが特徴的である。図３６から、１回転中において負荷トルクτLが変動
している事が分かる。回転する度に負荷トルクτLが変動するため、電動機６から見ると
周期的に負荷トルクτLが変動していることになる。
【０１２５】
　モータ制御装置３０１ａの機能構成は、第１実施形態のモータ制御装置１（図１参照）
と同様である。但し、第１実施形態の電圧位相調整器６０（図２１参照）に代えて、本実
施形態においては、図３７に示す電圧位相調整器６０ｅが適用される。電圧位相調整器６
０ｅは、第１実施形態の電圧位相調整器６０と同様の構成を有しているが、積分器９４ｋ
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の後段に位置依存比例器６２が挿入されている点が異なる。
【０１２６】
　位置依存比例器６２は、図３６に示した負荷トルクτLの変化のように、所定の回転角
度範囲において負荷トルクτLが急変する場合に、比例ゲインを調整する。回転角度位置
（機械角）としては、脈動トルク電流指令値作成器１１（図１９参照）の乗算器９２ｏか
ら出力される推定機械角度位置θrを用いるとよい。位置依存比例器６２は、通常は０ｄ
Ｂのゲインが設定されるが、推定機械角度位置θrが所定の範囲内にある場合には、０ｄ
Ｂよりも大きなゲインが設定される。
【０１２７】
　以上のように、本実施形態によれば、制御部２は、電圧指令値の位相を、電動機６の機
械角一回転の所定値倍（本実施形態では１倍）の周期で変動させるので、負荷トルクτL

が所定の回転角度範囲において急変する場合に、電圧位相調整量Δθv
*を大きくすること

ができ、モータを安定に駆動制御することができる。
【０１２８】
［第６実施形態］
　次に、図３８に示す模式図を参照し、本発明の第６実施形態による空気調和機３００の
構成を説明する。
　図３８において、空気調和機３００は、室内機３０３と室外機３０４とを有している。
室内機３０３と室外機３０４とは、配管３０５を介して接続され、配管内を冷媒が流れる
ことで冷凍サイクルを形成している。室内機３０３は、熱交換器３０６と送風機３０７と
を有している。また、室外機３０４は、熱交換器３０８、送風機３０９、流体機械３０２
、モータ制御装置３０１を有している。モータ制御装置３０１と流体機械３０２とは、配
線ケーブル３１０で接続されている。なお、モータ制御装置３０１、配線ケーブル３１０
および流体機械３０２は、第２実施形態（図２９参照）に示したものと同様である。
【０１２９】
　空気調和機３００は、室内機３０３と室外機３０４の間に冷媒を流通させ、室内機３０
３の熱交換器３０６により、冷風または温風を室内に送風する。このような構成において
、流体機械３０２には、機械角一回転毎、または負荷の特性によって生じる脈動トルクが
存在する。また、冷房運転や暖房運転といった運転モードによって脈動トルクのパターン
は変わる。空気調和機においては、地球温暖化や電気代削減のために、省エネルギー化が
強く望まれている。そのため、流体機械３０２をインバータで駆動して可変速にすること
で、冷凍サイクルの起動停止によるロスを削減することが一般的となっている。
【０１３０】
　さらに、住宅の断熱性能の向上により、一旦室内の温度が設定値に至ると、後は空気調
和機の能力を最小化して動作し続けることが望まれている。その一方で、快適性を向上す
るために、短時間で室温が設定温度に達することが望まれている。そのためには、圧縮機
を高速駆動し冷媒循環量を増やすことが望ましい。高速駆動の際は、負荷変動も大きくな
るため、電動機６の負荷変動が大きい場合においても、安定にモータを駆動制御すること
が望ましい。
【０１３１】
　図３９は、本実施形態における電圧位相調整積分ゲインＫｉ＿δＶの設定例を示す図で
ある。図３９の例では、空気調和機の運転モードに応じて電圧位相調整積分ゲインを変更
する。冷房運転と暖房運転では、回転速度、吸込圧、吐出圧は異なる。すなわち、負荷ト
ルクτLの変化の仕方が異なる。そこで、運転モードに応じて電圧位相調整積分ゲインＫ
ｉ＿δＶを変更することにより、様々な運転モードにおいても安定にモータを駆動制御す
ることができ、振動、騒音を抑制できる。
【０１３２】
　図４０は、回転速度に応じて変調率判定値（第一の判定値ＫｈＪｕｄ１および第二の判
定値ＫｈＪｕｄ２のうち、少なくとも１つ）を変更する例を示す図である。空気調和機３
００は運転時間が長いため、運転中に電源電圧が変動することが考えられる。前述の通り
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、電源電圧は電圧変調率ＫhV1に影響を与える。電源電圧が低下した場合は、平均電圧変
調率Ｋhaは高くなるため、第一の判定値ＫｈＪｕｄ１との差が小さくなる。そこで、第一
の判定値ＫｈＪｕｄ１または第二の判定値ＫｈＪｕｄ２を回転数の増加に応じて下げるこ
とにより、早めに電圧位相を調整できるようになる。この結果、安定にモータを駆動制御
することができ、振動、騒音を抑制できる。
【０１３３】
［第７実施形態］
　次に、本発明の第７実施形態による検証システムについて説明する。
　上述の第１～第６実施形態に適用されたモータ制御装置は、マイクロコンピュータやＤ
ＳＰなどの半導体集積回路によって構成され、ソフトウエア等で実現していることが多い
。そのため、これらモータ制御装置が正しく構成されているか、検証することが難しくな
るという課題がある。そこで、本実施形態においては、第１～第６実施形態の構成が正し
く動作しているかを検証する検証システムを提供するものである。
【０１３４】
　図４１は、本実施形態による検証システムのブロック図である。
　図４１において、電動機６には、回転子６ａの磁極の位置、すなわち回転角度位置θd

を直接的に検出する磁極位置センサ１９４が装着されている。磁極位置センサ１９４は、
電動機６のシャフト５０２（図２、図２９参照）に、エンコーダ等を用いた角度センサを
装着することによって実現できる。また、電力変換回路５の内部においては、シャント抵
抗２５の両端の電圧を測定する電圧検出器１９２が設けられている。また、第１実施形態
に適用されていた直流電圧源２０に代えて、本実施形態においては、電圧を増減できる可
変直流電圧源３０が適用される。
【０１３５】
　電力変換回路５と電動機６との間の各相の結線には、計器用変流器１９１ａ，１９１ｂ
，１９１ｃと、電圧計１９３ａ，１９３ｂ，１９３ｃとが挿入されている。これらの電圧
計は、各相の電位と、可変直流電圧源３０のＮ（マイナス）側との電位との差を各相の電
圧として検出する。なお、計器用変流器１９１ａ，１９１ｂ，１９１ｃは、電流検出部７
よりも高精度のものである。
【０１３６】
　さらに、本実施形態においては、検証装置１９０が設けられている。その内部に設けら
れた３φ／ｄｑ変換器１９５は、上記計器用変流器１９１ａ，１９１ｂ，１９１ｃを介し
て電動機６の各相に供給される電流ＩU，ＩV，ＩWを検出するとともに、電圧検出器１９
２の測定結果をシャント抵抗２５の抵抗値で除算し、電流値を求める。また、電圧判定部
１９７は、電圧計１９３ａ，１９３ｂ，１９３ｃを介して、電動機６の各相の交流電圧Ｖ

U，ＶV，ＶWを取得する。また、速度変換部１９８は、回転角度位置θdに基づいて、回転
速度を求める。
【０１３７】
　さらに、電圧判定部１９７は、各相のドライブ信号（ゲート信号）を、制御部２または
ゲートドライバ回路２３の基準電位からの電位差によって検出する。３φ／ｄｑ変換器１
９５は、電流ＩU，ＩV，ＩWまたはシャント抵抗２５に流れる電流値と、回転角度位置θd

（磁極位置）とが供給されると、下式（８）に基づいて、三相軸上の電流をｄ－ｑ軸上の
電流Ｉd，Ｉqに変換する。
【数３】

【０１３８】
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　電流判定部１９６は、ｑ軸電流Ｉqが適切であるか否かを判定する。電圧判定部１９７
においては、各相の交流電圧ＶU，ＶV，ＶWのうち少なくとも２相以上の電圧から、回転
数１次成分の振幅と位相とが求められる。そして、各電圧の位相と、電動機６の回転角度
位置θdとが比較され、両者の差が検出される。仮に、制御部２が所望の動作を行ってい
る場合は、負荷の変化が大きい期間において、電圧の位相が変化するはずである。このよ
うに、回転角度位置θd、各相の交流電流ＩU，ＩV，ＩW、交流電圧ＶU，ＶV，ＶW、電動
機６に流れる電流およびドライブ信号等を測定することにより、第１～第６実施形態の制
御部２が所期の動作を行っているか否かを検証することができる。
　また、可変直流電圧源３０の電圧を図２８のように変化させ、電圧の振幅と位相の変化
を測定することにより、第１～第６実施形態の制御部２が所期の動作を行っているか否か
を検証することができる。
【０１３９】
［変形例］
　本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、種々の変形が可能である。上述
した実施形態は本発明を理解しやすく説明するために例示したものであり、必ずしも説明
した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある実施形態の構成の一
部を他の実施形態の構成に置き換えることが可能であり、また、ある実施形態の構成に他
の実施形態の構成を加えることも可能である。また、各実施形態の構成の一部について削
除し、若しくは他の構成の追加・置換をすることが可能である。上記実施形態に対して可
能な変形は、例えば以下のようなものである。
【０１４０】
（１）上記各実施形態においては、電動機６は回転子に永久磁石を有する永久磁石同期モ
ータを用いた例で説明したが、その他各種の電動機（例えば、誘導機、同期機、スイッチ
トリラクタンスモータ、シンクロナスリラクタンスモータなど）を電動機６として適用し
てもよい。その際、電動機の種類によってはトルク電流指令値作成器１０等での演算方法
が変わるが、それ以外については同様に適用でき、本発明の目的を達成可能である。
【０１４１】
（２）上記各実施形態においては、負荷装置９として、回転ロータリー型の圧縮機構部５
００やレシプロ型圧縮機構部６００を適用した例を説明したが、負荷装置９は、スクロー
ル型など他の圧縮方式の圧縮機構部を適用してもよく、ポンプ等に適用することも可能で
ある
【０１４２】
（３）上記各実施形態において、インバータ周波数指令値ω1を用いていた箇所（例えば
図１９に示す脈動トルク電流指令値作成器１１）においては、インバータ周波数指令値ω

1に代えて、周波数指令値ω*を用いてもよい。
【０１４３】
（４）上記各実施形態においては、「負荷トルク対応パラメータ」の例として、電圧変調
率ＫhV1または脈動トルク電流指令値Ｉqsin

*を適用した例を説明したが、これら以外にも
負荷トルクτLに対応する周期で増減するパラメータを「負荷トルク対応パラメータ」と
して用いてもよい。
【０１４４】
（５）上記各実施形態に用いた負荷トルクτLは、空気調和機の室内機と室外機の風速や
、室外機や室内機の周辺温度によっても変化する。そのため、これらの情報に基づいて第
一～第三の判定値ＫｈＪｕｄ１～ＫｈＪｕｄ３等の設定を変更してもよい。
【０１４５】
（６）上記第３実施形態の電圧位相調整器６０ｃ（図２６）においては、電圧変調率ＫhV

1に基づいてｄ軸電流指令値Ｉd
*を操作したが、脈動トルク電流指令値Ｉqsin

*に基づいて
ｄ軸電流指令値Ｉd

*を制御するようにしてもよい。
【０１４６】
（７）上記各実施形態においては、電動機６と負荷装置９とは直結されていたが、電動機
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６と負荷装置９との間に変速機を挿入してもよい。この場合、負荷トルクτLは、電動機
６の機械角一回転を周期として変動するのではなく、機械角一回転の所定値（例えば減速
比）倍で変動することになる。
【０１４７】
（８）上記各実施形態において図１１、図１２、図２１等に示した処理は、コンピュータ
およびＤＳＰによって実現できるため、これらの処理の内容を記述したプログラム等を記
憶媒体に格納し、または伝送路を介して頒布してもよい。
【０１４８】
（９）上記各実施形態において図１１、図１２、図２１等に示した処理は、上記各実施形
態ではＣＰＵ用のプログラムまたはＤＳＰ用のマイクロプログラムを用いたソフトウエア
的な処理として説明したが、その一部または全部をＡＳＩＣ(Application Specific Inte
grated Circuit；特定用途向けＩＣ)、あるいはＦＰＧＡ(field-programmable gate arra
y)等を用いたハードウエア的な処理に置き換えてもよい。
【符号の説明】
【０１４９】
１　モータ制御装置
２　制御部
４　ｄｑ／３φ変換器
８　３φ／ｄｑ変換器
５，５ａ　電力変換回路
６　電動機
６ａ　回転子
６ｂ　固定子
７　電流検出部
９　負荷装置
１０　トルク電流指令値作成器
１１　脈動トルク電流指令値作成器
１２　軸誤差演算器
１３　ＰＬＬ制御器
１４ａ　ｄ軸電流制御器
１４ｂ　ｑ軸電流制御器
１４ａ，１４ｂ　電流制御器
１６　脈動トルク推定器
１７　圧縮機
１９　印加電圧作成器
２０　直流電圧源
３０　可変直流電圧源
３０２，３０２ａ　流体機械
３０６　熱交換器
３０８　熱交換器
Ｅｄｃ　直流電圧
Ｇn，Ｇp　ドライブ信号
Ｉd

*，Ｉq
*　電流指令値

Ｉdc，Ｉqc　電流検出値
Ｉtq

*　トルク電流指令値
Ｉqsin

*　脈動トルク電流指令値（負荷トルク対応パラメータ）
Ｉqsinp

*　最大脈動トルク電流指令値
ＩｑＪｕｄ１　第一の判定値（第１の閾値）
ＩｑＪｕｄ２　第二の判定値（第２の閾値）
Ｋe　誘起電圧定数
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Ｋha　平均電圧変調率
Ｋhp　最大電圧変調率（ピーク値）
ＫhV1　電圧変調率（負荷トルク対応パラメータ）
ＫｈＪｕｄ１　第一の判定値（第１の閾値）
ＫｈＪｕｄ２　第二の判定値（第２の閾値）
ＫｈＪｕｄ３　第三の判定値
Ｖ1　電圧指令値振幅
Ｖd

*，Ｖq
*　電圧指令値

Ｖd
**，Ｖq

**　電圧指令値
Ｓ　モータ制御システム
Ｔｃ　吐出温度
τL　負荷トルク
τm　モータ発生トルク
θd　回転角度位置
θdc　推定回転角度位置
θr　推定機械角度位置
ωe　電気速度
ωr　機械速度
Δθc　推定軸誤差
Δθd　軸誤差
Δτm　差トルク
Δτm

^　差トルク推定値
Δθv

*　電圧位相調整量

【図１】 【図２】
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